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むつ市議会第２２５回定例会会議録 第２号

平成２７年９月４日（金曜日）午前１０時開議議事日程 第２号

◎諸般の報告

【議案一括上程、提案理由説明】

第１ 議案第76号 工事請負契約について

（大畑町魚市場建設第１期工事に係る工事請負契約を締結するためのもの）

第２ 議案第77号 定住自立圏形成協定の締結について（大間町）

（大間町との間において、定住自立圏の形成に関し必要な事項を定めるため、定住自立

圏形成協定を締結するもの）

第３ 議案第78号 定住自立圏形成協定の締結について（東通村）

（東通村との間において、定住自立圏の形成に関し必要な事項を定めるため、定住自立

圏形成協定を締結するもの）

第４ 議案第79号 定住自立圏形成協定の締結について（風間浦村）

（風間浦村との間において、定住自立圏の形成に関し必要な事項を定めるため、定住自

立圏形成協定を締結するもの）

第５ 議案第80号 定住自立圏形成協定の締結について（佐井村）

（佐井村との間において、定住自立圏の形成に関し必要な事項を定めるため、定住自立

圏形成協定を締結するもの）

【一般質問】

第６ 一般質問（市政一般に対する質問）

（１）９番 東 健 而 議員

（２）12番 斉 藤 孝 昭 議員

（３）８番 佐 賀 英 生 議員

（４）14番 浅 利 竹二郎 議員

本日の会議に付した事件

議事日程に同じ
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出席議員（２５人）

２番 横 垣 成 年 ３番 工 藤 孝 夫

４番 佐 々 木 肇 ５番 川 下 八 十 美

６番 目 時 睦 男 ７番 村 川 壽 司

８番 佐 賀 英 生 ９番 東 健 而

１０番 石 田 勝 弘 １１番 冨 岡 幸 夫

１２番 斉 藤 孝 昭 １３番 濵 田 栄 子

１４番 浅 利 竹 二 郎 １５番 中 村 正 志

１６番 半 田 義 秋 １７番 村 中 徹 也

１８番 大 瀧 次 男 １９番 富 岡 修
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２４番 岡 崎 健 吾 ２５番 白 井 二 郎
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市 民 政 策 部加 藤 昭 広 栗 橋 恒 平スポーツ課 総 務 課
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事務局職員出席者
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総 括 主 幹 佐 藤 孝 悦 主 幹 小 林 睦 子

主 任 主 査 村 口 一 也 主 事 山 本 翼
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◎開議の宣告

午前１０時００分 開議

〇議長（山本留義） ただいまから本日の会議を開

きます。

ただいまの出席議員は25人で定足数に達してお

ります。

◎諸般の報告

〇議長（山本留義） 議事に入る前に諸般の報告を

行います。

９月１日市長から、今定例会に議案５件を追加

提案したい旨の申し入れがあり、先ほど開催した

議会運営委員会で本日この後上程することが決定

されておりますので、ご報告申し上げます。

以上で諸般の報告を終わります。

〇議長（山本留義） 本日の会議は議事日程第２号

により議事を進めます。

◎日程第１～日程第５ 議案一括上程、

提案理由説明

〇議長（山本留義） 日程第１ 議案第76号 工事

請負契約についてから日程第５ 議案第80号 定

住自立圏形成協定の締結についてまでの５件を一

括議題といたします。

市長から提案理由の説明を求めます。市長。

（宮下宗一郎市長登壇）

〇市長（宮下宗一郎） おはようございます。ただ

いま追加上程されました５議案について、提案理

由及び内容の概要をご説明申し上げ、ご審議の参

考に供したいと存じます。

初めに、議案第76号 工事請負契約についてで

ありますが、本案は、大畑町魚市場建設第１期工

事について工事請負契約を締結するためのもので

あります。

次に、議案第77号から議案第80号までの定住自

立圏形成協定の締結についてでありますが、これ

ら４議案は、定住自立圏の形成に当たり必要な事

項等を定めるため、大間町、東通村、風間浦村及

び佐井村とそれぞれ定住自立圏形成協定を締結す

るものであります。

以上をもちまして、追加上程されました５議案

について、その大要を申し上げましたが、細部に

つきましては、議事の進行に伴いまして、ご質問

により詳細ご説明申し上げます。

何とぞ慎重ご審議の上、原案どおり御議決賜り

ますようお願い申し上げる次第であります。

〇議長（山本留義） これで、提案理由の説明を終

わります。

ただいま上程されました議案第76号から議案第

80号までについては、９月10日に質疑及び委員会

付託を行いますので、ご了承願います。

◎日程第６ 一般質問

〇議長（山本留義） 次は、日程第６ 一般質問を

行います。

質問の順序は、抽せんにより東健而議員、斉藤

孝昭議員、佐賀英生議員、浅利竹二郎議員、岡崎

健吾議員、濵田栄子議員、横垣成年議員、菊池光

弘議員、鎌田ちよ子議員、工藤孝夫議員、冨岡幸

夫議員の順となっております。

本日は、東健而議員、斉藤孝昭議員、佐賀英生

議員、浅利竹二郎議員の一般質問を行います。

◎東 健而議員

〇議長（山本留義） まず、東健而議員の登壇を求
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めます。９番東健而議員。

（９番 東 健而議員登壇）

〇９番（東 健而） おはようございます。市誠ク

ラブ 川内の東でございます むつ市議会第225回、 。

定例会を迎え、２項目の一般質問を行います。

まず、１項目めでありますが、改正公職選挙法

と選挙管理委員会の対応についてであります。公

職選挙法が改正され、新たに選挙権年齢が18歳に

引き下げられた法律が平成27年６月17日可決成立

いたしました。これが平成27年の６月中に公布さ

れ、１年後に施行される見通しとなったことはご

承知のことと思います。来年の６月には、18歳以

上の若者が有権者となりますが、総務省の推計で

は全国での20歳までの被選挙権者は約２％で、

240万人の増加になると算定しています。これで

いくと、改正公職選挙法が来年の６月から施行さ

れますので、国政選挙、参議院議員選挙ですが、

それから投票できるようになると言われていま

す。

しかしながら、せっかくの投票権の行使も、若

年層では投票所に足を運ぶ若者が少なく、低投票

率が今から心配されています。当市でもこの対策

を急がなくてはなりません。でなければ、年齢を

18歳まで引き下げた意味が薄れてしまいます。

今まで公職選挙法の議論がなされ、上程されて

は廃案になってきました。今の段階で選挙権を付

与するといっても、その指導がなされていない現

在の若者たちには余りにも唐突な感じがしている

のではないでしょうか。高等学校の教育現場にも

政治活動の問題が持ち込まれることになります

し、政治活動が教育に与える影響ははかり知れな

いと思います。教育現場との話し合いも必要にな

、 、ってくると思いますが 権利を得れば義務が生じ

自主性と責任感が求められます。これから目に見

えないいろいろな問題が発生し、教師の皆さんに

も改正公職選挙法の趣旨説明など多大な影響が行

くのは必至であります。

さて、このたびの改正公職選挙法について、ち

ょうどよい機会でありますので、今回は焦点を絞

って質問したいと思いますが、当市の行政側、選

挙管理委員会ではどのような対処方法を考えてい

るのか、疑問点を整理し、以下について伺いたい

と思います。

まず、１点目であります。可決成立した改正公

職選挙法のご認識について。選挙年齢の引き下げ

、 。については これまで何年も議論されてきました

メリット、デメリットの立場から、今まで委員会

では議論に議論を重ね、いろいろな角度から導入

の是非が論じられてきましたが、ここに来て、よ

うやく成立した観があります。これから当市の選

挙管理委員会でも、忙しくなっていくことと思い

ます。

そこで、順序として、成立したこの改正公職選

挙法について、選挙管理委員会委員長のご認識に

ついてお伺いいたします。

２点目、選挙権取得の意義と周知についてであ

ります。選挙に対する教育を受けるといっても、

学校では詳細については指導外だと思います。

体裁程度しか知り得ない若者たちは、せっかく

選挙権を取得するというものの、重要性がわから

ず全くの無防備の状況であります。これから教育

現場では、来年の６月以降に有権者となる若者た

ちへの法の知識と選挙権の意義について周知を図

るための対策を考える段階に来ていると思います

が、選挙管理委員会では改正公職選挙法のこの周

知について、どのように対応しようとしているの

かお伺いいたします。

３点目、新規の選挙権者への啓発活動について

であります。当市では、成人式でのパンフレット

配布で周知活動を行ってきました。今後は、成人

式前に選挙権を有する若者が誕生することになり

ます。学生や社会人となって働いている若者たち
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へのパンフレットの配布、選挙に対する心構えな

どの啓発活動について、選挙管理委員会では具体

的な対策をどのように練っていくおつもりでしょ

うか。

４点目、年齢引き下げ後の当市の新規選挙権者

数についてであります。選挙年齢の引き下げで、

全国で２％の増加、約240万人が選挙権を有する

ことになると前段で申しましたが、当市の増加率

及び対象人数はどれくらいになるとお考えでしょ

うか。今後の当市の有権者数の見通しについてお

伺いいたします。

５点目、高校教育と選挙権者の政治活動につい

てであります。18歳から選挙権を付与されると、

まだ高校生で授業を受けている一部の生徒も対象

になります。学校教育の中で、今後主権者教育と

政治的教育が行われると思いますが、その前に政

治活動が行われる可能性が非常に高いと思いま

す。教育現場で有権者である生徒の勧誘やお願い

など政治活動が行われた場合、違反行為に抵触す

る行動が懸念されます。高校教育の中で選挙運動

が認められるのかどうか問われます。選挙管理委

員会の対処方法についてお伺いいたします。

、 。６点目 不在者投票の請求についてであります

高校生や大学生が学業優先の意味で不在者投票を

請求することも可能だと思いますが、この場合、

学業や仕事が忙しく投票所まで足を運べない場合

があります。投票には期日前投票もできますが、

不在者投票では家族や親戚の人によっての代理請

求は許されるのかどうか、また請求した場合、本

人が不在でありながら、家族が候補者の名前を書

き、かわって投票することは可能かどうか伺いま

す。

つけ加えておきますが、選挙はあくまで個人の

意思が尊重されなければなりません。不在者投票

も、あくまで個人の意思が尊重されなければなり

ません。不在者投票は、本人の意思を無視した投

票であれば悪質な選挙違反につながるおそれがあ

ると思います。選挙管理委員会では、この紛らわ

しい不在者投票の請求と投票の問題について、ど

のように考えているのかお伺いいたします。

７点目、学校内に期日前投票所を設けることは

可能かということであります。投票率の低下で全

国の選挙管理委員会でも頭をかしげています。当

市も例外ではありません。当市では、投票率を上

げるためにショッピングセンターに期日前投票所

を設けたことがあり、大変喜ばれました。人数が

どれくらいかわかりませんが、これをもっと広げ

て、来年の選挙から学校内にも期日前投票ができ

るように投票所を設置してはいかがでしょうか。

選挙管理委員会の対応をお伺いいたします。

８点目、有権者と非有権者の共存について、選

挙管理委員会と高校は認識を共有しているかとい

うことでございます。厳密に考えれば、高校の教

育現場内で有権者と非有権者が同居することにな

ります。つまり今まで未成年者と言われていた

18歳に到達した若者たちが、２年も待たずに有権

者となるわけですが、新規の選挙権者だけが優遇

され、成人扱いされるようなことにならないか。

投票権の問題は、高校生まで引き下げられたこと

で、高校と選挙管理委員会に密接な関係が出てき

たと思います。高校教育に指図はできないと思わ

れがちですが、投票通知は選挙管理委員会から

18歳になった高校生にも送られますので、この指

摘した案件はこれから大きな問題になっていくよ

うな気がします。有権者、非有権者の把握はどの

ようにするのかお伺いいたします。

９点目、選挙違反についての教育のあり方につ

いてであります。前段で高校との関係が密接にな

っていくと指摘しましたが、有権者となれば当然

違反したときの罰則規定にも抵触いたします。し

かし、何が違反で何がそうでないのか、実際に選

挙に取り組んでいる私たちもよくわからないとこ
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ろに出くわしますので、若者たちはもっとわから

ないのではないでしょうか。外で声をかけられた

り、誘われたり、お金をもらったりした場合の判

断も政治教育の対象になると思いますので、違反

に対する啓発啓蒙活動は大変重要であります。こ

の意味で、高等学校との連携も視野に入れなけれ

ばなりません。

また、最近の青森県では大規模な選挙違反事件

が発覚し、不祥事が絶えません。これまでの主な

違反事件を例に挙げてみると、平川市の組織ぐる

みの買収工作で議員の大量の摘発が行われ、15人

の逮捕者を出しました。また、青森の電話作戦に

携わった人たちへ報酬を支払ったりした事件があ

りました。このときには、候補者に連座制の適用

がなされるのかどうか興味津々でしたが、裁判で

は無罪になりました。

、 、このような事件は マスコミで報道されるため

違反だとわかりやすいのですが、非常にわかりに

くい感もあります。申すまでもないことだと思い

ますが、参考のために少し例をつけ加えますと、

それには酒食へのつけ届け、酒席接待、商品券を

配る、賄賂、文書頒布、不正転入、菓子折りを配

る、票の取りまとめ、現金買収、不在者投票の不

正請求、寄附行為など、これ以外にもさまざまあ

りますが、違反行為をすれば司直に逮捕され公民

権を停止されます。このようなことは絶対に防が

なければなりません。違反行為を防止するための

啓発について、選挙管理委員会委員長のご見解を

お伺いいたします。

次に、２項目めであります桧川漁港施設の整備

計画についてであります。荷捌き施設の老朽化対

策について伺います。旧川内町桧川の漁港に、も

う30年以上もたっているような古びた荷捌き施設

があります。この施設は、ホタテやナマコを水揚

げして暮らしている漁業者にとってなくてはなら

ない施設でありますが、今では相当古くなり、老

朽化が目立つようになってきました。漁協では、

つり下げられた腐った蛍光灯を撤去したり、シャ

、 、ッターを取り壊したり 電気設備を最小限に抑え

器具などは時々新しく取りかえたりしてきまし

た。また、塩害により鉄骨がもろくなり、剥離も

激しくなっています。倒壊の危険は今のところは

ないようでありますが、鉄骨剥離を起こした鉄片

が頭上に落ちて、けがをするような危険が出てき

ました。そろそろ建て替えが必要になってきたと

思います。

聞くところによると、この建物は県で建ててい

ただき、下げ渡されたものと伺っております。現

在の建物の状況を見聞し、県へ建て替えを要請し

ていただきたいと思いますが、この漁業者の切な

る要望について、市長のご所見をお聞かせくださ

い。

以上、壇上からの質問にかえさせていただきま

す。

〇議長（山本留義） 市長。

（宮下宗一郎市長登壇）

〇市長（宮下宗一郎） 東議員のご質問にお答えい

たします。

改正公職選挙法と選挙管理委員会の対応につい

てのご質問につきましては、選挙管理委員会から

の答弁となります。

次に、桧川漁港施設の整備計画についてのご質

問の荷捌き施設の老朽化対策についてお答えいた

します。議員ご指摘の施設は、昭和54年に第２次

沿岸漁業構造改善対策事業により、国・県及び当

時旧川内町の補助を受け、事業主体の川内町漁業

協同組合により漁具保管作業施設として桧川漁港

内に設置されたものであります。当施設は、設置

から35年経過し、老朽化していることから、川内

町漁協では当施設の建て替えをするため準備を進

めていると伺っております。

市といたしましては、この計画が実施される際
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には、県や関係機関と協議し、対応を検討したい

と考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じ

ます。

〇議長（山本留義） 選挙管理委員会委員長。

（畑中政勝選挙管理委員会委員長

登壇）

〇選挙管理委員会委員長（畑中政勝） 東議員のご

質問にお答えいたします。

まず、改正公職選挙法と選挙管理委員会の対応

についてのご質問の１点目、可決成立した改正公

職選挙法の認識についてでありますが、平成27年

１月26日に招集された第189回通常国会において

審議され、同年６月17日に可決成立し、同19日に

公布されましたことは、議員もまさにご承知のこ

とと存じます。

今回の公職選挙法の主な改正は、満年齢18歳以

上満20歳未満の者が国政に参加することができる

、 、などとするとともに 当分の間の特例措置として

選挙犯罪等についての少年法等の適用の特例を設

けることを目的としたところであり、公布の日か

ら起算して１年を経過した日、すなわち平成28年

６月19日から施行されることとされ、施行後初め

てその期日が公示される衆議院議員の総選挙の期

日の公示の日又は参議院議員通常選挙の期日の公

示の日のうちいずれか早い日以降にその期日が公

示され、又は告示される選挙から適用されること

になり、今のところ平成28年夏の参議院議員通常

選挙から実施される予定であります。

選挙年齢が18歳以上に引き下げられたことによ

り、学校教育から切れ目のない政治に参画するこ

とができることになり、若年層の投票率アップに

つながるものと認識しております。

次に、ご質問の２点目の選挙権取得の意義と周

知について、３点目の新規の選挙権者への啓発活

動については関連がありますので、一括してお答

えいたします。

青森県選挙管理委員会では、若年層の政治、選

挙に対する意識の向上に対する取り組みとして、

、 、県民の政治 選挙に対する意識の向上を図るため

若い有権者を対象としたヤングフォーラムや、一

般有権者を対象とした公開講座などを開催するほ

か、将来の有権者である子供たちの意識の醸成の

中で学校教育と連携した啓発活動としては、明る

い選挙啓発ポスターコンクールの実施や、児童・

生徒が選挙の重要性について学習し、政治や選挙

に対する関心を高めるために実施している選挙出

前講座を平成27年度から、高校生向け講座は県選

挙管理委員会で、小・中学校向け講座は市町村選

挙管理委員会で実施し、今後一層の普及拡大に取

り組んでいくこととしております。

また、これまでも新有権者に対しては、成人式

に合わせパンフレットを配布しておりますほか、

昨年度は模擬投票を実施するなど周知啓発活動を

行っておりますが、今後もパンフレットなどの配

布を継続するとともに、国や県の啓発活動の動向

を注視し、連携した啓発活動を実施してまいりた

いと考えております。

なお、今年度市長部局において「高校生元気ふ

るさとアイデア選挙」と題し、ふるさとに誇りを

持ち、元気に暮らしていくために役立つアイデア

を募集し、提案された中からよりよいアイデアを

選ぶため、高校生自ら模擬投票で複数を決定し、

政策提案をしていただくなど、若い世代の市政参

画を促すとともとに、選挙権の年齢引き下げに伴

う主権者教育の一環として役立つものと考えてお

りますので、ご理解賜りたいと存じます。

次に、ご質問の４点目、新規選挙権者の数につ

いてお答えいたします。さまざまな統計資料がご

ざいますが、市の人口統計による平成27年７月

31日現在の住民登録の年齢別人口集計をもとに算

出いたしますと、18歳の人口は男女合計510人、

19歳の人口は男女合計527人となっており、合わ
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せますと1,037人となり、有権者数としては５万

1,871人となります。したがいまして、当市の全

有権者数の約２％となり、全国のおよそ２％と同

程度の増加によるものと考えておりますので、ご

理解賜りたいと存じます。

次に、ご質問の５点目、高等教育と被選挙権者

の政治活動についてお答えいたします。今回の公

職選挙法の改正により、未成年者の選挙運動の禁

止条項であります法第137条の２は、年齢20歳未

満から年齢18歳未満に改正されることから、満

18歳以上は選挙運動を行うことができることとな

ります。

なお、総務省では、本年、学校現場における政

治や選挙に関する学習、主権者教育の内容の一層

の充実を図るため、文部科学省と連携し、高校生

向けの副教材や指導用教材を作成し、全国の高等

学校などに配布する予定とのことであります。

高校生向け副教材の主な内容は、選挙の意義や

憲法改正、国民投票などに関する解説、模擬選挙

などの実践的な学習活動に資するワークシート、

有権者としての政治的活動についての留意点や学

校における政治的中立の確保などとなっているほ

か、指導用教材においては、副教材に指導のポイ

ントや実践例、指導上の政治的中立の確保に関す

る留意点を記載した内容と伺っており、今後学校

現場で広く活用されるのではないかと考えており

ますので、ご理解賜りたいと存じます。

次に、質問の６点目、不在者投票の請求につい

てお答えいたします。公職選挙法第49条では、選

挙の当日に不在者投票事由に該当すると見込まれ

る選挙人の投票については、不在者投票管理者の

管理する投票所において投票用紙に投票の記載を

し、これを封筒に入れ、不在者投票管理者に提出

する方法により行わせることができるとなってお

ります。

なお、一例を掲げて申し上げますと、市外へ仕

事などで離れている場合、滞在先から選挙人名簿

へ登録されている市町村選挙管理委員会へ所定の

用紙を持って請求すると、選挙管理委員会で確認

した後、滞在先の本人へ投票用紙を送付すること

になります。投票用紙が届きましたら、滞在先の

選挙管理委員会へ出向き、その場で記載し投票す

ることになります。投票後、滞在先の選挙管理委

員会で事務手続後、名簿登録地の選挙管理委員会

へ返送することになります。

また、代理請求できるのかということでありま

すが、使者である旨申し立てて請求することがで

きますが、あくまで本人へ投票用紙などを送付す

ることになりますので、本人が最寄りの選挙管理

委員会へ出向き投票することになりますので、ご

理解賜りたいと存じます。

次に、ご質問の７点目、教育現場内に期日前投

票所を設置することは可能かについてお答えいた

します。当市での期日前投票所については、国や

県の動向を踏まえ、投票環境の向上の一つの施策

として、さきの知事選挙において複合型商業施設

へ増設したところであります。県内の教育現場で

は、大学への設置実績があり、高等学校への設置

に関しても可能であると考えますが、授業への影

響などさまざまな問題も考えられますので、今後

の社会情勢の推移を見守りたいと考えております

ので、ご理解賜りたいと存じます。

次に、ご質問の８点目、有権者と非有権者の共

存について、選挙管理委員会と高校は認識を共有

しているかについてお答えいたします。有権者の

把握については、通常年４回の定時登録や、各選

挙時の選挙時登録において住基端末を用い、年齢

条件を定め、リストアップしたうえで選挙人名簿

を作成し登録することとなりますので、改正法施

行後からの登録は、年齢条件を変更したうえで選

挙人名簿を作成することになります。学校におい

ては、生年月日などの確認で把握できるものと考
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えておりますので、ご理解賜りたいと存じます。

次のご質問の９点目、選挙違反についての教育

のあり方についてお答えいたします。ご質問の１

点目で答弁いたしましたが、新有権者も選挙運動

が認められることから、重大な選挙犯罪について

は刑事処分されることになります。違反行為を防

止するための啓発につきましては、ご質問の２点

目、３点目でも答弁いたしましたが、県選挙管理

委員会と市町村選挙管理委員会並びに学校教育と

連携を図りながら、公開講座や選挙出前講座を通

して選挙違反などを防止するための啓発も取り入

れながら実施してまいりたいと考えておりますの

で、ご理解賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） ９番。

〇９番（東 健而） ご答弁ありがとうございまし

た。

改正公職選挙法の違反についてですけれども、

不在者投票の不正請求、それからいろんなものが

ありますけれども、厳正に対処していただきたい

ということであります。

それから、２点目の桧川の漁港施設の整備計画

についてですが、これは今の市長の答弁を漁協の

皆さんも聞いておられると思いますので、それな

りに参考にして対処していただきたいと思いま

す。

これで私の質問を終わります。どうもありがと

うございました。

〇議長（山本留義） これで、東健而議員の質問を

終わります。

、 。ここで 午前10時45分まで暫時休憩いたします

午前１０時３５分 休憩

午前１０時４５分 再開

〇議長（山本留義） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎斉藤孝昭議員

〇議長（山本留義） 次は、斉藤孝昭議員の登壇を

求めます。12番斉藤孝昭議員。

（12番 斉藤孝昭議員登壇）

〇12番（斉藤孝昭） おはようございます。むつ市

。議会第225回定例会に当たり一般質問を行います

今回の質問事項は、財政健全化対策の必要性に

ついての１項目であります。

、 、行財政改革に当たっては 少数精鋭主義に徹し

最少の経費で最大の効果を発揮するため、今後外

部から新しい財源が期待できない以上、現在のお

金の使い方を見直し、自らの中からお金を生み出

す方法が必要と考えます。これまでむつ市は、複

雑な行政機構を改革し、事務事業の見直し等を実

施し、能率のよい小さな政府づくりを内政の最重

要課題として諸施策を講じてきました。

そこで、忘れてならないことは、財政の効率化

も経費節減も住民の租税負担を背景に行われ、今

後も税の負担によって民が苦しむことのないよう

真剣に肝に銘じて考え、行動するものと考えてお

ります。

市長は、当面する地域福祉の充実、生活関連社

会資本の整備、地域経済の活性化等の政策課題に

対応するために必要な財源を確保しつつ、不要不

急な経費について徹底した節減合理化を進め、財

政の健全化に取り組む考えを示しております。自

治体が削れる経費にはおのずと限界があって、行

政サービスの水準を落としてまでも経費節減をす

るのかは、極めて政治的、政策的なテーマと言え

ると思います。そういう考えでいくと、財政の硬

直化の大きな要因となっている債務について、現

行制度の中で市が長期債務を減らしていくという

意味で財政健全化を行うとすれば、長い時間をか

けて予算規模全体を圧縮することにより長期債務

の絶対量を減らしていくという方法以外にないと
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いう結論に達します。いわゆる小さな政府路線で

あります。

財政を健全に保つ方法は、さまざまな視点から

検討を重ねることが必要と思いますが、今回は公

会計についてのご所見をお伺いいたします。

現在のむつ市の財務書類は、単式簿記・現金主

義会計により整理をしていますが、近年財政の効

率化を図るという観点から、複式簿記・発生主義

会計の導入を検討している自治体がふえておりま

す。また、総務省からは、統一的な基準による財

務書類等を原則として、平成27年度から平成29年

度までの３年間で全ての地方公共団体において作

成し、予算編成等に積極的に活用されるよう特段

の配慮をお願いしますとの通知がされました。

税金を活動資源とする地方公共団体の活動は、

住民福祉の増進等を目的としており、予算の議決

を通して議会による民主的統制のもとに置かれ、

地方公共団体での会計では予算の適正かつ確実な

執行に資する現金主義が採用されている一方で、

地方公共団体の厳しい財政状況の中で財政の透明

性を高め、住民に対する説明責任をより適切にし

た財政の効率化、適正化を図るため、従来からの

、 、現金主義 単式簿記による予算決算制度に加えて

発生主義、複式簿記といった企業会計的手法を活

用した財務書類の開示の推進が必要であること、

そして発生主義を採用することで、現金主義では

見えにくい減価償却費、退職手当引当金といった

コスト情報の把握が可能となります。

また、複式簿記を採用することで、単式簿記で

は見えにくい資産、負債といったストック情報の

把握が可能となること、したがって発生主義、複

式簿記による財務書類を作成することで現金主

、 、義 単式簿記だけでは見えにくかったコスト情報

ストック情報が見える化され、議会や住民等に対

する説明責任の履行や行政内部のマネジメント機

能の向上に活用することができるということで

す。

以上のことを踏まえ、財政健全化対策の一つの

方法として会計制度の見直し、具体的には複式簿

記・発生主義会計の導入や、厳格な公会計基準の

設定と情報公開などに取り組むことが必要と思い

ますが、市長のご所見をお伺いいたします。

次は、基礎的財政収支、いわゆるプライマリー

バランスの均衡をいつ達成できるのか、実現目標

を設定すべきでないかということであります。プ

ライマリーバランスとは、財政収支において借入

金を除く税収などの歳入と、過去の借り入れに対

する元利払いを除いた歳出のことで、そのバラン

スが均衡であれば、借金に頼らない行政サービス

をしていることをあらわします。赤字なら後々借

金がふえることを示し、収支が均衡していれば財

政が健全であることを示します。現在の地方自治

体の多くは、財政が硬直化し、臨時財政対策債等

の特例的な地方債や、交付税、特別会計、借入金

に依存せざるを得ない状況が長年続いている現状

にある一方で、政府の一部では地方財政計画を大

幅に削減し、地方交付税を現在の水準を相当下回

る水準に抑制すべきであるという意見が出されて

いることも事実であります。

法令等に基づく事務事業の削減など、合理的な

根拠に基づくことなく地方財政計画を見直し、国

から地方への財政移転である地方交付税を削減す

る考えは地方自治体のプライマリーバランスの改

善にならないことと思います。

しかしながら、財政改革を進めるためには、住

民の理解と協力が欠かせないことを踏まえると、

改革改善を断行するため、その前提として財政状

況について住民に対する徹底した情報の開示が必

要であり、その一つの方法としてプライマリーバ

ランスについても実現目標を設定すべきと思いま

すが、市長のご所見をお伺いいたします。

最後は、中長期的な財政再建ビジョンの策定を
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すべきではないかということであります。ビジョ

、 。ンとは 未来像とか展望とか見通しと訳されます

先月公表したむつ市財政中期見通しは、今後何も

しなければ平成32年度には再建団体に転落する可

、 、能性があるため 財政再建のための目標を公表し

具体的取り組みに向かうという内容でありまし

た。しかし、財政健全化に向けた重点事項の８項

目について、いつ、どこで、何を、どのようにし

て目標を達成するのかという説明がありません。

それでは、住民に対して危機感をあおるだけで、

将来に対する夢も希望も与えられないと私は考え

ています。

政治というのは、住民に対し夢と希望を与える

ことも重要な役割の一つと先輩議員から教わりま

した。再建団体になったつもりで厳しく施策を実

施するのか、現在の住民サービスを維持しながら

施策が実施できるのか、国や県に対し財政的支援

をお願いするのか、自力で再建できるのか、市民

の皆さんに必要な情報は財政の見通しよりも財政

再建の見通しの公表ではないかと私は考えていま

す。財政再建のビジョンについて市長のご所見を

お伺いいたします。

以上で壇上からの質問を終わります。よろしく

お願いします。

〇議長（山本留義） 市長。

（宮下宗一郎市長登壇）

〇市長（宮下宗一郎） 斉藤議員のご質問にお答え

いたします。

財政健全化対策の必要性についてのご質問の１

点目、公会計について現在の単式簿記・現金主義

会計を改め、複式簿記・発生主義会計の導入を考

えてはどうかについてお答えいたします。

単式簿記・現金主義会計による官庁会計は、現

金の歳入歳出の管理を重視するものでありまし

て、メリットは予算がどのように使われたかを明

確に表示できる、現金の収支が主なので、シンプ

ルでわかりやすいなどが挙げられますが、デメリ

ットは建物や道路といったストック情報、いわゆ

る資産の情報が得られない、建物や道路について

建設しても、それをコストとして認識できない、

貸付金や収入未済に係る不能リスクが見えないな

どとが挙げられます。このように官庁会計は自治

体をマネジメントするための情報が不足している

との指摘から複式簿記・発生主義会計の導入が進

められてきたところであります。

現在当市における財務書類の作成は、既存の決

算統計データを活用した簡便な作成方法でありま

す総務省方式改訂モデルを採用しておりまして、

平成21年度決算から同モデルに基づいて貸借対照

表、行政コスト計算書等の財務諸表を作成してお

ります。

しかしながら、このモデルは本格的な複式簿記

を導入していないことから、事業別や施設別の分

析ができていないほか、公共施設等のマネジメン

トにも資する固定資産台帳の整備が十分でないと

いった課題がありました。このような中で、平成

27年１月23日、総務大臣から統一的な基準による

地方公会計マニュアルに基づき、財務書類等を原

則として平成27年度から平成29年度までの３カ年

で作成し、予算編成等に積極的に活用されるよう

要請があったところであります。

当市といたしましても、この期間内に統一的な

基準による地方公会計に基づく財務諸表類等を作

成するとともに、この諸表を用いて財務分析を行

い、財政の効率化を進めるとともに、その結果を

よりわかりやすい財務情報として市民の皆様に提

供していきたいと考えており、現在平成28年度中

をめどに固定資産台帳の整備を進めているところ

でありますので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、ご質問の２点目、基礎的財政収支の均衡

をいつ達成できるのか、実現目標を設定すべきで

はないかについてお答えいたします。当市におけ
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るプライマリーバランスは、赤字を脱却した平成

22年度まで赤字となっておりましたが、平成23年

度以降は黒字を継続してきており、平成26年度の

決算では、11.7億円の黒字となっております。こ

こ数年は、借入金を除く税収などの収入が過去の

借り入れに対する元利償還金の支払いを除いた歳

出を上回っていることから、借金に頼らず行政運

営がなされているものと受けとめております。

、 、また 財政運営が健全になされているかどうか

まずは収支均衡した予算となっているか、決算収

支が黒字であるかという視点とともに、将来世代

に過大な負担をかけないということも重要な視点

。 、であるものと認識しております したがいまして

こうした観点から、プライマリーバランスには予

算編成の段階から常に留意しており、決算が確定

した後には市のホームページで公表してまいりま

したが、プライマリーバランスは重要な財務情報

の一つでありますことから、今後は市民の皆様に

よりわかりやすい形で公表することを検討してま

いりたいと考えておりますので、ご理解を賜りた

いと存じます。

次に、ご質問の３点目、中長期的な財政再建ビ

ジョンの策定をすべきではないかについてお答え

いたします。今回お示しいたしましたむつ市財政

中期見通しにおきましては、このまま何も対策を

講じない場合、平成32年度末には20億円を超える

累積赤字を抱えるシミュレーションになりました

ことから、これを回避するために、歳入歳出両面

にわたる財源対策項目を上げております。

しかしながら、これら財政健全化に向けた重点

事項に具体的な対策や数値目標、対策の効果等が

示されていないとの斉藤議員のご指摘は至極もっ

ともであると考えております。ただし、私といた

しましては、まずは市の財政の現状、将来の見通

し、今後取り組むべき健全化対策につきまして、

、 、市職員のみならず 市民の皆様や議員各位を初め

国・県に対しましても理解をしていただき、議員

からご指摘のあった再建ビジョンという形でさま

ざまな事業の削減案等を突然に提示するというこ

とではなく、まずは各主体の自主的な取り組みを

促したい、自主的なご協力をいただきたいとの思

いから発信したメッセージ、見通しであると受け

とめていただきたいと考えております。

したがいまして、今後におきましては、時代に

即した真に必要な事務事業の見きわめに取り組み

ながら、市民の皆様や議員各位のご協力をいただ

かなければ本当の財政の再建は達成できないとい

う前提のもと、財政中期見通しに上げた各財源対

策項目をより実効性のあるものにするため、次の

ステップとして個別具体的な削減廃止案、さらに

は財源対策案を策定し、最終的には斉藤議員ご提

案の財政再建ビジョンの策定も視野に入れなが

ら、全市一丸となって財政の健全化に向かうこと

のできる方策を考えてまいりますので、ご理解を

賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 12番。

（ ） 。〇12番 斉藤孝昭 答弁ありがとうございました

財政再建にということの一つの方法ということ

でちょっと何点か提案してみたいと思いますが、

まずは今までのようにお金がたくさんあっていろ

んなことができるという状況は、なかなかそうい

う時代はこれからは来ないだろうというふうなこ

とを考えると、ある意味行政の守備範囲を決めて

いかなければならないだろうというふうに思いま

す。例えば住民の皆さんがやれること、行政がや

れること、そしてそこに交わるところ、どっちで

もいいのではないかということを、やはり行政の

守備範囲という考え方からいうと、それを的確に

絞っていくということが、過去にも市民と協働と

いう話がありましたが、その協働していくために

行政の守備範囲はどこまでなのだということを決

めていくことも今後必要になってくると思います
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が、どのように考えるでしょうか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

今回のむつ市財政中期見通しの中で、事務事業

の見直しというところの項目がございます。この

項目は、まさに今斉藤議員がおっしゃっていただ

いたとおり、行政の守備範囲といいますか、我々

が本来なすべきことは何かということをしっかり

と考えたうえで、そういうところに集中して資源

を投下していくということでございます。私とい

たしましては、財政改革というのは行政改革と一

体となってやらなければいけない問題だと思って

、 、おりますので 行財政一体となった改革を推進し

この中期見通しのようにならないようにしっかり

と財政再建に取り組んでいきたいというふうに考

えております。

〇議長（山本留義） 12番。

〇12番（斉藤孝昭） 経費の節減、効率化というこ

とになりますと、どこで使っているのかはちょっ

とわかりませんけれども、サンセット方式という

のがあるのです。これどういうことかというと、

例えば補助金とか条例、１回つくれば、何かの理

由がない限り永遠とそれをやり続けるというのが

今のやり方ですが、このサンセット方式というの

は、もうその条例または補助金をつくったときに

期限日をつけるというやり方であります。当然期

限日をつけるということは、その日が来たら必ず

見直すと。継続するのか、廃止するのかというこ

とを明確にするというふうなのがサンセット方式

と言われているそうであります。こういう方式も

ぜひ今後の改革の中に取り入れるべきだと。急に

はできるものではないのは十分知っていますが、

やはりそういう考え方も必要ではないかと思いま

すが、いかがでしょうか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

サンセット方式ということについて言えば、例

えばむつ市の中では希望のまちづくり補助金とい

うものがございます。これは、補助金を３年間に

区切って補助をして、その後は自主的な取り組み

を促すということでございますので、そういった

意味では一部導入していると。こういうふうに考

えておりますけれども、今後さまざまな事業を見

直すうえでは、私自身はやはりソフトランディン

グ、どうにかしてやはり住民の皆様に少しでもご

負担をかけないような形でやっていくということ

が必要だと思いますので、言ってみれば年限を区

切って、ある程度そこまでに事業の再生の見込み

を自主的にまずはつくっていただく、その中で、

もしそれがうまくいかなければ次の段階というよ

うな形での取り組みになっていくのではないかと

いうふうに現時点では考えております。

〇議長（山本留義） 12番。

〇12番（斉藤孝昭） 財政を硬直化している一つの

要因に臨時財政対策債というのがあります。これ

は、本来国が地方に対して必要経費として地方交

付税として交付できない、国がお金がないので、

地方には、例えばむつ市には、その国がお金を出

せない分借金してもいいですよということが臨時

財政対策債ということになりますが、これが意外

と地方財政を圧迫する原因になっておりまして、

現在むつ市の臨時財政対策債、総額幾らになって

いるのか、先にお知らせ願いたいと思います。

〇議長（山本留義） 財務部長。

〇財務部長（石野 了） お答えいたします。

斉藤議員おっしゃられるとおり、臨時財政対策

債は国の地方交付税特別会計の財源が不足して、

地方交付税として交付すべき財源が不足した場合

に地方交付税にかえて、その穴埋めとして該当す

る地方公共団体自らに地方債を発行させ、この元

利償還金については全額を普通交付税で措置する

という制度でございます。
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本市における臨時財政対策債の発行額は、制度

が始まった平成13年度から平成26年度までで総額

約155.2億円と多額の借り入れをしており、これ

までの償還額は約33億円、残高は122.2億円とい

うことになってございます。

以上です。

〇議長（山本留義） 12番。

（ ） 、〇12番 斉藤孝昭 今残っているのは約120億円

本来国が交付すべきお金、しかもそれは一般財源

として建設債とか、物を建てたり買ったりするの

ではなくて、義務的経費と言われる住民の皆さん

が生活のために本来必要な国が交付すべきお金で

あったというふうに考えると、今現在120億円あ

ったら何ができるのかというふうなことを考えれ

ば、国に対してはお金がないから交付できないと

いうことではなくて、正確に制度にのっとって交

付をするべきだというふうに私は思っていました

が、やはりそれも制度上なかなかうまくいかない

ということでこういうことになっていると思いま

す。

臨時財政対策債、残っている120億円は、当然

何かを建てたり何かをつくったりするために使っ

たお金ではなくて、実際資産に残らないのです。

つまり何も物に残らないで借金だけを持たせられ

てしまったということを考えると、ではそれをど

うやって解消していくのだというふうになれば、

これもまた難しい。返済の方法について、借りか

えをしたり期限がついたりしているのもお聞きし

ましたが、その解消をどういうふうにしていくの

かということも今後の財政課題になると思います

が、どういうふうになっているのかお知らせ願い

ます。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

臨時財政対策債につきましては、これは基本的

には総務省の説明がありますけれども、後年度交

付税措置がなされるということで、一時的な借金

といえど、全額について、これは国が補償してい

るというようなものだというふうに理解をしてい

ます。ですから、これの返済については特段問題

視は私自身は考えておりません。ただ、この臨時

財政対策債自体の発行が、発行済みの元利償還分

のために、またさらに臨時財政対策債を発行する

というようなことが国の地方財政計画の中で定め

られている状況でありまして、国としてどうやっ

てこの借金を返していくかということのめどがな

いということについて私は不安を覚えているとい

うことでございます。

そうした中で、この問題は実はむつ市だけの問

題ではなくて、全国の市町村共通する問題でござ

いますので、これは全国市長会あるいは東北市長

会の中で問題視、問題提起をさせていただいて、

常に総務省のところで要望させていただいている

というところでございます。

〇議長（山本留義） 12番。

〇12番（斉藤孝昭） よくわかりました。財政再建

のためにということで、いろんなやりとり、また

は今後もやりとりしていくことになると思います

が、やはり健全化に向かうためには、市長だけで

はなくて、当然我々議会も、そして職員の皆さん

も本気で取り組まないと、これは改善できないだ

ろうと。自力で再建するということも一つの考え

かもわかりませんが、一方で国・県に頼ることも

必要でありますし、その制度について、市長がお

っしゃるとおり、地方の実情を国に対して訴えて

いくと、本来のあるべき姿がどういうことなのか

ということも、全庁一丸という言葉を市長はよく

使いますが、全市一丸となって住民の皆さんも含

、 。 、めて やはりそれを進めていくと そのためには

当然厳しい内容の改善もあるかと思います。でも

それをやらないと、将来にわたってここに住む次

の世代が苦労するということにならないように、
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やっぱり取り組むべき仕事が今の現在の我々の役

割だというふうに思っていますので、そこのとこ

ろは肝に銘じてぜひお願いしたいというふうに思

います。もし市長、話すことがあったらお願いし

ます。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） 大変重要なご指摘を受けた

というふうに思っています。将来世代に対してし

っかりとした責任を我々の世代がやっぱり果たし

ていかなければいけないということは、まさにそ

のとおりでございまして、今回財政の中期見通し

を出させていただいて、財政健全化団体というこ

とにもしかしたらなるのではないかというような

見通しを出させていただきました。この健全化団

、 、体に仮になったとすれば 健全化法によりまして

健全化計画というものの策定が義務づけられて、

地方としての特色を出しづらい、まさにむつ市ら

しさというものがなくなってしまうような自治体

になる可能性があります。例えばですけれども、

さまざまな公共料金の一律の引き上げ、あるいは

公民館を初めとする集会所、そういったものの廃

止、事業のストップ、さらには指定管理している

各種施設の閉鎖、そういったことが本当に将来に

わたって可能性のある、現実味のあることになっ

てしまう可能性があるわけです。ですから、そう

いうことをしないためにも、今から少しずつでも

手をつけられる範囲でソフトランディングをしな

がら財政再建に取り組んでいくことが我々の責任

だということを、改めて私はこの場をおかりして

皆様にもご協力をお願いさせていただきたいとい

うふうに思っております。

以上です。

〇議長（山本留義） これで、斉藤孝昭議員の質問

を終わります。

ここで、昼食のため午後１時まで休憩いたしま

す。

午前１１時１３分 休憩

午後 １時００分 再開

〇議長（山本留義） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎佐賀英生議員

〇議長（山本留義） 次は、佐賀英生議員の登壇を

求めます。８番佐賀英生議員。

（８番 佐賀英生議員登壇）

〇８番（佐賀英生） こんにちは。８番、市誠クラ

ブの佐賀英生でございます。むつ市議会第225回

定例会に当たり、通告に従いまして一般質問させ

ていただきます。理事者各位の前向きな答弁をよ

ろしくお願いいたします。

今回の一般質問が46回目となり、前市長がお亡

くなりになったとき、１度だけ休ませていただい

たときを除けば、毎回発言の機会をいただいてお

ります。

先般以前の質問を振り返ってみたときに、我な

がらいい質問もあれば、とんちんかんなものもあ

り、思わず赤面をいたしました。質問内容につい

ての評価は市民が判断するものですから、何とも

言いがたいのですが、これからもできる限りいき

、 。たいと思いますので よろしくお願いいたします

また、４年間、議員各位及び理事者各位には、

、 、こんな個性の強い私にご指導 ご鞭撻をいただき

心より感謝を申し上げます。精いっぱい頑張って

まいりますので、また12月からも一緒に議論でき

ることをお願いいたしまして、質問に入らせてい

ただきます。

それでは、通告に従いまして、２項目４点につ

いて質問いたします。

まず、１項目めの産業振興について質問いたし

ます。１次産業について質問いたしますが、今回
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は世界でも類例を見ない４つの海を有している下

北の水産業に重点を置いて質問をいたします。

水産基本法は2001年に制定され、水産物の安定

供給の確保と水産業の健全な発展を基本理念に置

いております。基本法の理念を実現するために、

５年前に見直されており、個別施策についての中

期的な指針となっております。現在の知事であり

ます当時の衆議院議員の三村申吾知事に、漁船漁

業の沖合状況の改善についてロビー活動をしたこ

とが懐かしく思い出されます。

現在の水産基本計画は、2007年３月に閣議決定

されましたが、政権交代に伴い、個別施策の多く

が見直されました。時の政府は農林水産大綱で、

漁業所得補償制度の創設により、漁業経営の安定

化を提起し、公共事業を圧縮し、所得補償の実現

に向け計画的な資源管理に取り組もうと、漁業共

済及び積立ぷらすを活用した制度設計を構築しま

した。

日本の漁業生産は、戦後、遠洋、沖合漁業の拡

張期を経て、ピーク時には生産量１万2,822万ト

、 、ン 生産額で２兆9,800億円にまで達しましたが

200海里経済水域への移行や水産資源の減少など

により沖合漁業は63％、遠洋漁業は80％の減少と

なり、漁業生産量は559万トンにまで落ち込み、

低迷が続いており、沿岸漁業と海面養殖事業の総

体的なウエートが高くなってきております。

漁船漁業は、総生産量の８割を占めております

が、漁業生産は伸びておらず厳しい状況に置かれ

ており、漁船は年々減少しており、資源状況に適

した漁船構築や生産構造への転換が必要ではない

かと私は考えております。

遠洋漁業は、公海漁業規制が年々強化され、外

国船との競合、入漁料の高騰も相まって、数十隻

もあった船が５隻まで減少し、数年前に八戸みな

と漁業協同組合凍結部会と合併いたしました。

沖合漁業についても、資源の規制が厳しくなっ

てきており、同時に漁船の老朽化、経営はますま

す厳しさを増しております。漁船漁業を営む個人

経営体の漁労所得は2009年の調査で225万円から

250万円となっており、相当厳しい状況に置かれ

ております。就労者数についても、1953年の79万

人をピークに減少の一途をたどり、2009年には

22万人まで減少し、現在では19万人とも言われて

おります。

一般的に余り知られてはいないのですが、日本

は漁業管理においては世界の中では後進国です。

十分な漁獲規制がない中で乱獲が進行しており、

ＴＡＣ法という法律がありますが、私は余り機能

していないように感じております。資源が減少し

ている中、漁獲の持続性を無視した漁獲枠が設定

されていると思わざるを得ません。持続性を無視

し続ければ、漁業を衰退させてしまうことからで

す。

漁業に限らず１次産業は、自然に左右される要

因が多く厳しいことは承知しておりますが、どこ

かで知恵を出し、転換していかないと就労者の減

少や産業の衰退に歯どめがかからないことにもな

ってしまいます。誰かが英断を持って変える時期

に来ていると私は思っております。漁業者の気持

ちも、私は痛いほどわかりますが、ここまで進ま

ないことは、お互いに気がついていることと思い

ます。

１次産業は、食の原点でもあり、根幹をなすも

のと思っております。現在６次産業が注目されて

おりますが、１次がなければ６次に到達しないの

です。

以上のことを踏まえ、質問いたします。

１次産業従事者の確保及び１次産業の振興につ

いてどのような考え方を持っているのか、市長に

お伺いをいたします。

次に、２項目めの海水浴場について質問いたし

ます。ことしもニュースを見ておりますと、残念



- 31 -

なことに水難事故が起こっておりました。全くな

くすことは難しいこととは思いますが、少しでも

なくしてゼロに近づける努力をしていかなければ

ならないと思っております。

水難で子供に死者、行方不明者が発生した場所

は、河川が最も多いということが警視庁の平成

25年度における水難の状況から発表されました。

水難の発生件数は1,459件で、前年比11件増、水

難者は1,639人で前年比75人減で、このうち中学

生以下の子供は198件、前年比12件減、水難者は

244人、前年比48人減で、うち死者、行方不明者

は44人で前年比17人減ということでした。

水難の発生件数を都道府県別に見ますと、神奈

川県と静岡県が最多で71件、次いで北海道が70件

となっております。発生場所は、河川が43.2％、

、 、 、海が31.8％ 用水路が13.6％で 行為別に見れば

水遊びが45.5％で最も多く、次に水泳中20.5％と

なっておりました。

政府広報オンラインでは、一旦事故が起こると

命にかかわる重大な事故になる可能性が高いのが

水難の特徴だと言い、事故を防ぐために危険な場

、 、所を確認し近づかない ライフジャケットの着用

子供たちだけでは遊ばせないなど注意点を紹介し

ておりました。

当市の場合は、河川は遊泳場所になっていない

、 。と思いますので 海について質問してまいります

皆さんご承知のことと思いますが、海には潮の

流れというものがあり、ちょっとしたすきに水の

流れに巻き込まれたという経験をしたこともある

方もおられるかと思います。強い流れに巻き込ま

れると、大人でも最悪な事態を引き起こすことが

あります。

皆さんも聞いたことがあろうかと思いますが、

大きく分けて流れには、離岸流と逆潜流、そして

湧昇流と下降流というものに分類され、離岸流は

主に遠浅の海岸で起こる可能性が高く、毎秒２メ

ートルという速さで一気に沖合まで流されてしま

います。陸に向かって泳いだとしても、離岸流に

流されると水泳選手でも流されてしまうと言われ

るくらい恐ろしい現象です。戻らなければという

気持ちで陸に向かって最短距離で泳ごうとしがち

ですが、水平もしくは斜め横に進めば幅は20メー

トルから30メートルなので抜けることが可能で

す。ごみが詰まっているところや海岸の地形がへ

こんでいるところに見られる現象なので、比較的

判断しやすい現象でもあろうかと思います。

逆潜流ですが、海底に引きずり込まれるような

強い流れのことを言います。離岸流よりも流れが

速く、足や腰をすくわれてしまう危険性がありま

す。離岸流に巻き込まれてしまったら、慌てずに

海面に上がるのを待ち、流れから抜けることが大

事です。慌てると、水を飲んでしまい危険な目に

遭ってしまいます。逆潜流は、波打ち際が急に深

くなっているところに多く、砂利や石がたくさん

あるところに見られます。潮の流れは、寄せる波

よりも引き波のほうがエネルギーが強く、沖へ沖

へと流されていってしまいます。十分注意が必要

かと思われます。

、 、湧昇流は 下から温かい水が流れている現象で

プランクトンが大量に発生するため漁場としては

最高です。近場には、余り見られることはありま

せん。

下降流は余り見られませんので、省略いたしま

す。

多く見られるのが離岸流で、一番わかりやすい

のがビーチボールやボートが何となく沖に流され

てしまった経験がある方があろうかと思います。

それが離岸流で、先ほども申しましたが、比較的

発見しやすい潮流です。

以上、比較的わかりやすい潮流を説明いたしま

したが、海水浴場の特性を知っていると対処の仕

方がわかり、水難に遭う確率が低くなることと思
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います。せっかくの夏休みやお盆の帰省に事故に

遭ってしまっては大変不幸なことになってしまい

ます。

以上のことを踏まえ、質問いたします。

１点目といたしまして、市内の海水浴場の数と

稼働率及び利用者数について。

２点目といたしまして、監視員について。

３点目といたしまして、水難事故防止のため海

水浴場の潮流を調査して公表してはどうかについ

て市長にお伺いをいたします。

以上、壇上よりの質問といたします。

〇議長（山本留義） 市長。

（宮下宗一郎市長登壇）

〇市長（宮下宗一郎） 佐賀議員のご質問にお答え

いたします。

まず、産業振興についてのご質問の１点目、１

次産業従事者確保及び１次産業振興についてどの

ような考え方を持っているのかについてお答えい

たします。

初めに、農業についてでありますが、当市の農

業は水稲を中心に、広大な農地と夏季冷涼な気象

条件等を生かした大根、長芋等の露地野菜や、ト

マト、イチゴ等の施設野菜等の生産に取り組んで

きたところであります。しかしながら、農業を取

り巻く状況は年々厳しさを増しており、特に農業

所得の減少や少子高齢化による担い手不足が進ん

でいることから、市では新たな担い手となる農業

従事者の育成、確保を図るため、平成24年度から

国の青年就農給付金事業を活用した担い手の育成

確保事業を実施しており、今年度までに７名が就

農しているところであります。

また、この事業を通じて、平成28年度には新た

に３名が就農する予定となっており、わずかなが

らも新規就農者が増加しているところでありま

す。

市といたしましては、今後も国の支援制度を活

用し、農業従事者の確保を図るとともに、夏秋イ

チゴ、ニンニクなどの収益性の高い作物の産地づ

くりを進め、若い世代にも魅力のある農業を目指

してまいりたいと考えております。

次に、水産業についてでありますが、当市は三

、 、方を海に囲まれており 多種多様な魚種に恵まれ

古くからこの豊かな海に支えられた漁業と関連す

る産業が地域経済の中心を担ってまいりました。

しかしながら、現在の漁業を取り巻く環境は漁

業者の高齢化、魚価の低迷、燃油価格の高どまり

など非常に厳しい状況にあります。さらには、高

水温によるホタテガイの大量へい死や地球温暖化

に伴う海水温の上昇による漁場の変化など、自然

環境の影響を受けやすいという不安定な面を持っ

ているほか、一般に重労働のイメージが定着して

おり、これらのことが若者が漁業に魅力を感じる

ことができず職業として選択され得ない要因とな

っていると認識しております。

また、漁業の場合、漁業権や漁業協同組合規約

等による制約が多いため、新規に就労するために

は、現に漁業を営んでいる経営体に雇用されるこ

とが一番の近道となりますが、漁業経営体が新規

就労者を受け入れるためには、まずはその経営自

体が安定している必要があります。

市といたしましては、漁業経営の安定こそが若

者が漁業に就労するための第１条件であると考え

ておりますことから、漁協が実施する各種種苗生

産、放流事業、増殖場造成事業など、資源増大に

資する事業に助成をすることで漁業経営の安定化

が図られるよう支援をしております。

また、平成24年度から大畑町漁業協同組合や下

北地域県民局むつ水産事務所を初めとする関係機

関が大畑前沖で行っておりますホヤの養殖試験事

業につきましては、今後も採苗技術の確立のみな

らず、その後の加工、販売対策に至るまで研究を

行い、持続可能な漁業の推進を図っていくと伺っ
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ております。

このような資源増大、生産技術確立のための事

業に加え 「むつ市のうまいは日本一！」や下北、

プラッターなどの取り組みを通して当市の水産物

の知名度を上げることでブランド化による魚価の

向上及び販路拡大のため、県内外にその魅力を発

信しているところであります。

また、災害等における漁協及び漁業者の経営支

援として、利子補給事業や漁業共済掛金の一部を

補助する事業を行っておりますほか、漁港や漁場

等の漁業生産基盤を整備し、漁業活動の効率化を

図っております。

これらの施設を継続していくことにより、所得

の向上や漁業経営の安定が図られ、将来的に漁業

後継者や若者の就労につながるものと考えており

ます。

また、今後は漁業のイメージアップも必要であ

ると思われますので、若い漁業者からの、このよ

うなことをやっていただきたい、あるいはやって

ほしい、こういう声に耳を傾け施策に取り入れて

まいりたいと考えておりますので、ご理解を賜り

たいと存じます。

次に、海水浴場についてのご質問につきまして

は、担当部長からの答弁といたします。

〇議長（山本留義） 民生部長。

〇民生部長（柳谷孝志） 佐賀議員の海水浴場につ

いてのご質問にお答えします。

ご質問の１点目、市内の海水浴場の数と稼働率

及び利用者数についてであります。市内の海水浴

場につきましては、旧むつ地区に浜奥内海水浴適

地、川内地区にかわうちまりんびーち、大畑地区

に大畑海浜公園海水浴場、脇野沢地区に愛宕山海

水浴場の４カ所となっております。

平成27年度の稼働率は、浜奥内海水浴適地が

81.8％、かわうちまりんびーちが92％、大畑海浜

公園海水浴場が95％、愛宕山海水浴場が96％であ

ります。

また、利用者数につきましては、平成23年度か

ら平成27年度までの５年平均で、浜奥内海水浴適

地が467人、かわうちまりんびーちが6,977人、大

畑海浜公園海水浴場が1,915人、愛宕山海水浴場

が1,098人となっております。

次に、ご質問の２点目、監視員についてお答え

します。監視員の配置状況につきましては、浜奥

内海水浴適地が２人、かわうちまりんびーちが４

から５人、大畑海浜公園海水浴場が２人、愛宕山

海水浴場が２人となっており、業務委託契約を結

び配置しております。

また、監視員の業務委託に当たりましては、心

肺蘇生法、止血法、自動体外式除細動器の使用方

法を含む講習を受け、普通救急講習の修了証を取

得した者を業務に従事させることを条件としてお

ります。

次に、ご質問の３点目、水難事故防止のため、

海水浴場の潮流を調査し、公表してはどうかにつ

いてお答えします。もとより水難事故を未然に防

ぎ痛ましい犠牲者を出さないことは、とても重要

なことでありますことから、第一に守っていただ

きたいのは、先ほど申し述べました監視員が常駐

している市内４カ所の海水浴場等で泳いでいただ

きたいということ、それ以外の遊泳禁止区域では

絶対に泳がないでもらいたいと考えています。ま

た、体調がすぐれないときの遊泳は避け、天候の

急変にも注意し、かつ保護者には遊泳中の子供か

ら目を離さないことなどを心がけていただきたい

と考えています。

さらに、議員ご指摘のとおり、海ではさまざま

な潮流が発生することがあります。沖に向かう強

い潮流の離岸流、海底へ向かって流れる逆潜流、

海底から冷たい海水が湧き上がる湧昇流など、そ

れら潮流を原因とする事故も全国的には発生して

おります。幸い当市において水難事故はしばらく
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、 、発生していませんが 海水浴場利用者の皆様には

さきに申し述べました注意事項を守っていただく

よう、これまで同様広報するとともに、潮流に関

しましては、利用者からの情報収集及び必要に応

じて地域の漁業関係者の皆様の知見をお伺いしな

がら、海水浴場ごとの潮流に関する特性等の把握

に努め、監視員による監視の質の向上に結びつけ

てまいりたいと考えておりますので、ご理解賜り

たいと存じます。

以上です。

〇議長（山本留義） ８番。

〇８番（佐賀英生） 答弁をいただきました。

、 、まず 海水浴場のほうからるるお伺いしまして

思ったより利用者が多い、また稼働率も高いとい

うことで、私もしばらくちょっと行っていないも

のですから、わかりませんでしたけれども、大変

喜ばしいことであります。

２番目の監視員についてのことなのですが、そ

れなりの講習を行っていると。ただ、どうでしょ

う、私記憶にあるのは、３人以上いたのかなと思

ったのですが、例えば２人の監視員だとします。

事故が起きたとき、１人は救助に向かったりなん

かすると、１人は救急やったりなんかするという

形になろうかと思うのですが、その連絡のシステ

ムといいましょうか、どのような分担の仕方をし

ているのか。３人だったらある程度、現場に２人

が残って、協力しながらやるとかとわかるのです

が、２人だというと、委託をしているということ

ですから、詳しくはわからないかと思いますが、

２人というこの人数がよろしいのかどうか、そし

てまた救急に起きたときの連絡体制はどのように

考えているのか、また行っているのかをお教え願

いたいと思います。

〇議長（山本留義） 民生部長。

〇民生部長（柳谷孝志） 佐賀議員の再質問にお答

えいたします。

事故があった際の対応についてでございますけ

れども、救急講習を受講済みの監視員が配置され

ておりますことから、事故の状況に応じて救命措

置などの初期対応を行うとともに、海水浴場ごと

に定めております関係機関への緊急連絡を行うこ

ととしております。

〇議長（山本留義） ８番。

〇８番（佐賀英生） そうですよね、そういう講習

をしているわけですから、そういうことだと思い

ます。わかりました。それはよろしゅうございま

す。

続きまして、３番目の水難事故の潮の流れを調

査してということなのですが、先ほどの部長の答

、 、弁からいきますと 利用者にいろいろ聞いてみて

事故を防ぐために把握に努めるということなので

すが、私が提案するのは、そんな難しいことでは

ないと思うのです。ほとんどが離岸流と、それか

ら逆潜流の２つだと思うのですが、例えば潮流を

調査してみて、そんな難しくないと思うのです。

調査の仕方は、ちょっと私も詳しくはわからない

、 、 、のですが 調査してみて まずは利用者の方々に

ここの海水浴場はこういう波の、潮の性質だと、

ですからこういう波でということで、看板を立て

るのがいいのか、図解がいいのか、やり方は別と

して、こういう波の特質ですから、こういう注意

をしてくださいと言うほうが、よりわかりやすい

のではないかなと思うのですが、その啓蒙につい

てはいかがお考えでしょうか。

〇議長（山本留義） 民生部長。

〇民生部長（柳谷孝志） 先ほども答弁しましたと

おり、監視員の方、利用されている方、また潮流

に対して知見のある漁業関係者の方々とか、いろ

んなそういうところの情報収集をして、また潮流

に関しましては、いつでも一定ということでもま

たございませんでしょうし、臨機応変に対応して

まいりたいと考えております。
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〇議長（山本留義） ８番。

（ ） 、〇８番 佐賀英生 臨機応変に対応ということは

大変かみつくようで申しわけないのですが、臨機

応変に変えるということは、その都度告知できる

ということなのですか。私が言っているのは、こ

この波は、こういうとき来たら、こういうのがあ

りますということで、看板か何かでお知らせする

程度だったらそんなに難しくないと思うのです

が、臨機応変ということは、その都度違って、そ

の都度告知するということで理解してよろしいの

でしょうか。

〇議長（山本留義） 民生部長。

〇民生部長（柳谷孝志） 離岸流とか潮流がその海

水浴場内で恒常的に発生している場所があるとす

れば、当然事前に広報する、看板立てるにせよ、

広報むつ等で広報するということはあろうかと思

いますが、潮流に関しましては風とか気候とかい

ろんな原因で発生するというふうに伺っておりま

すので、利用されている方もしくはそこの地域の

潮流に詳しい漁業者の方の知見を伺いながら、こ

ちらのほうでは特性等を把握して対応してまいり

たいと考えております。

〇議長（山本留義） ８番。

〇８番（佐賀英生） わかりました。そんなに私は

潮の流れというのは一回に変わるものではない、

大体それなりのものがあると思うのですが、そこ

ら辺のところをきっちりとやっていただきたいと

存じます。

あと教育委員会のほうにお伺いしたいのです

が、今例えば各地域の波の潮流、夏休みとかに入

る前に、子供たちにはきちんとした海水浴場で泳

ぎましょうとかという指導はするのですが、さっ

き言ったみたいに、こういう波のときにはこうい

う特質があるからという教えといいますか、レク

チャーを何分か持ってやると、子供たちというの

はわかりやすいと思うのです。私も経験あるので

すが、巻き込まれたときに、横に逃げていけばす

ぐ逃げられるものがあるのですけれども、焦って

いるものですから、陸に向かっていくと、かえっ

て体力を使って水を飲んでしまうとかがあるもの

ですから、今後において学校で夏休み前に若干で

もそういう、もうちょっと詳しく海の特性や、こ

ういうふうなというのを教えるということができ

るのかどうか、またそのような考えがあるのかを

お伺いいたします。

〇議長（山本留義） 教育長。

〇教育長（遠島 進） 佐賀議員のご質問にお答え

いたします。

学校では、水難事故防止のための指導というの

は、これまでも各小・中学校で行ってきました。

しかしながら、今ご質問がありました潮流に関し

ての指導というのは、これまではほぼ行ってこな

かったということでございます。海水浴場で必ず

泳ぎなさいと、監視員がいる海水浴場で泳ぎなさ

いというふうな指導をしておりますので、その必

要がこれまでは余り感じられなかったわけであり

ますけれども、もし海水浴場でそういう潮流が発

生しているというような情報があるのであれば、

これは子供たちにそういう対応の仕方等を指導し

なければいけないというふうに思っております。

以上でございます。

〇議長（山本留義） ８番。

〇８番（佐賀英生） ありがとうございます。

先ほど部長の答弁からもあったように、風やい

ろんな要素で、必ずしも100％強いのが起きてい

るというわけではないのですが、さっきも壇上で

言わせていただいたのですが、誰もが経験あろう

かと思うのですが、例えばビーチボールや何かを

。 、流してしまったと 沖に沖に流されていく現象を

皆さんも１度や２度経験していると思うのです

が、そういうときに起こっていますと、体を浮か

、 。せると そのまま沖に流されていくわけですよね
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大畑地区のところは、僕は近所ですから、あそこ

は遠浅で確実に少しずつ、少しずつ沖に流されて

いくわけです。今整備したものですから、あの形

からいくと、そんなに前みたいに強くはないので

すが、やっぱりそういう大なり小なり起こってい

るというのがありますので、今後の教育において

は、もしそういう機会があれば、子供たちにこう

いう波の特性だから、こういうときはこういうも

のを、こういう沖に流されていくものがあると、

そういうときは横に逃げれば、その波から抜けて

陸に来れるよというふうなものを、機会があれば

お教えしていただきたいと希望しておきます。

次に、１次産業のほうなのですけれども、るる

先ほど市長の説明があったとおり、私も結構比較

的力を入れてやっている部分ではないかなと思い

ます。

いかんせん１次産業というのは、余りメジャー

じゃないといいますか、若い者からすれば格好よ

くないと。先般もお盆のときに、若い人たちとお

話をさせていただいたのですが、漁業者、特に漁

業というのは私の地元大畑は、どっちかというと

漁業が強い町なものですから、漁業後継者になろ

うかという子供たちと話をする機会が多いのです

が、大変帰ってきたいけれども、おもしろくない

と。今の子供たちは、どっちかというと、お金よ

りも休みが欲しいのだと。あのファッションも気

に入らないと。そういう辛辣な意見を聞いて、確

かにそのとおり思うのですが、これからそういう

部分にいくとすれば、新しい漁業の形が必要かと

思います。ましてや今までのとおりでよくないか

ら就労者がふえないわけでございまして、大所高

所からの指導といいますか、そういうものも考え

ていかなくてはいけない。

１次産業をこれからふやすためには、先ほど市

長が答弁した以外に、市長の個人的な考えで結構

ですので、どのような形が望ましいのか、またや

れる要素があるのかということを、市長の私的見

解で結構ですので、まずお聞かせ願いたく存じま

す。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

私的見解を述べる場ではございませんので、市

としての答弁になりますけれども、若者の１次産

業の就業についてということでお答えさせていた

だきますと、内閣府が行った若者の考え方につい

ての調査ということであります。その仕事を選ぶ

理由として何がどのくらい大切かという設問で、

大切であるという回答が多かったものが、収入が

多い、そして自分の好きなことができる、多くの

人の役に立つ、休みが多い、これ佐賀議員のご指

摘のとおりです。安定して長く続けられるという

ことでありました。そうしたことから、最近の若

者、私も若者、もうちょっと若い人かもしれませ

んけれども、最近の若者は、仕事に安定、収入、

そして自己実現を求めているということが言える

というふうに思います。

私自身は、本来の１次産業というのは、国の食

料供給を担う大変やりがいのある仕事であると同

時に、自然と対話し、受け継がれたわざや知恵、

そして経験値、想像力を駆使するクリエーティブ

な仕事であるというふうに認識しております。こ

れは、漁業であっても同じだというふうに思いま

す。

農業の中で、例えば青森県の例で見ますと、五

戸町でありますけれども、アパレル農家と呼ばれ

る長芋農家の夫婦がアパレル業界出身の経験を生

かし、ファッショナブルな作業服で農作業を行い

評判を呼んでおり、１次産業でも格好よく仕事が

できるのだというふうに私自身は感心しておりま

して、今後はこのようなプラスイメージへの転換

を図ることが重要であるというふうに考えており

ます。
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こうした観点から、実は広報むつの６月25日号

で「農業はかっこいい」という特集を組み、イメ

ージアップを図っているところでありまして、漁

業についても今後こうした取り組みをしていきた

いというふうに考えています。

こういったそれぞれの漁業従事者、若い人たち

の取り組みに呼応する形で市が行う水産基盤整備

を初めとする各種振興事業によって、経営の安定

化、高収入化を実現することができれば１次産業

の従事者がふえていく。若者に限らずふえていく

のではないかというふうに考えているところでご

ざいます。

〇議長（山本留義） ８番。

〇８番（佐賀英生） 答弁いただきました。

やっぱりどうしても地味さというか、１次産業

というのがそういうような感じで見られて、農業

は比較的おかにいますので、いろんな意見が聞け

たりですとか、就労の機会がふえるというのです

けれども、漁業、特に外海の漁業というのは旅に

出ていく船が多くて、地元に漁業者がいないとい

うものが多うございます。そうすると、どうして

も意見の集約もしにくいですし、またいたとして

、 、 、 。も 漁に出て 帰ってくれば もう寝てしまうと

余り情報に触れる機会が少ないのかなと、そのよ

うに思っております。特に若い人たち、私の同級

生はたまたま水産学校とか工業高校とか商業高校

を出て漁師をやっているのが多いものですから、

結構おもしろい発想を持っているのですが、なか

なかこの漁業に対する考え方というのが、何とな

く知ってはいるのですが、前向きではないと。

特に、こういう意見を言うと県に叱られるかも

しれませんが、余り外海に対して力が入っていな

いのではないかなと。特にサケ・マスや、ホタテ

はこれはそれなりに水揚げもありますし、特産品

でありますけれども、イカですとか外洋のものに

余り力が向いていないような気がします。ですか

ら、ぜひとも市長、外洋、特にイカですとかそっ

ちにも、特にイカが多いのですけれども、大体水

揚げの８割近くはそうなっていますので、力を入

れていただいて、いろんな売り方やいろんなもの

を打ち出していただきたいと、そのように思って

おります。

どんどんこれから外海に向けた市の、今のとこ

ろのやつは、どっちかというと養殖事業が主です

からあれですけれども、そういうリクエストがあ

ったときに応えられるかと。応えられるかという

か、どのような力を入れていただけるか、最後に

一つだけお伺いいたします。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） 佐賀議員のご質問にお答え

いたします。

外海に目が向いていないということでありまし

たけれども、今般我々のむつ市、それから下北半

島ということで、実は経済産業省のほうに提案を

させていただいていて、ふるさと名物応援事業と

いうもののモデル地域に選定をされました。この

中で我々としては、イカの加工品ということで、

名物だということでこれから売っていきたいとい

う事業を展開する予定となっておりまして、こう

いった事業を推進することによって、外海という

か、旧大畑町のイカの事業をこれからもしっかり

と盛り上げていきたいというふうに考えていると

ころでございます。

〇議長（山本留義） ８番。

〇８番（佐賀英生） ありがとうございます。ぜひ

とも目を向けていただきたく、そして発展するよ

うに頑張っていただきたいと思います。

まだ確定ではないです、一部水産に興味のある

県議会の先生方からもちょっと問い合わせがあり

まして、３名から来たのですけれども、海峡サー

モンについて、もう少しやってみたいということ

で今来ております。
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これからいろんな事業が出てくるかと思います

が、そういうときはぜひともご協力をしていただ

きたいことを望みまして、質問を終わらせていた

だきます。ありがとうございました。

〇議長（山本留義） これで、佐賀英生議員の質問

を終わります。

、 。ここで 午後１時50分まで暫時休憩いたします

午後 １時３６分 休憩

午後 １時５０分 再開

〇議長（山本留義） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎浅利竹二郎議員

〇議長（山本留義） 次は、浅利竹二郎議員の登壇

を求めます。14番浅利竹二郎議員。

（14番 浅利竹二郎議員登壇）

〇14番（浅利竹二郎） 山本留義議長よりご指名を

いただきました自由民主党、自民クラブの浅利竹

二郎でございます。今任期中の最終議会となりま

したむつ市議会第225回定例会において、議員の

権能に基づき、市民生活にかかわる喫緊の課題２

項目９点について一般質問を行いますので、市長

並びに理事者各位におかれましては、簡潔明瞭な

るご答弁をお願いいたします。

さて、８月14日、内閣総理大臣談話が発表され

ました 「終戦70年を迎えるにあたり、先の大戦。

への道のり、戦後の歩み、20世紀という時代を、

私たちは、心静かに振り返り、その歴史の教訓の

中から、未来への知恵を学ばなければならないと

考えます」と語りかけています。多くのとうとい

犠牲のうえに現在の平和がある、これが戦後日本

、「 、 、 、の原点であるとし 我が国は 自由 民主主義

人権といった基本的価値を揺るぎないものとして

堅持し、その価値を共有する国々と手を携えて、

「積極的平和主義」の旗を高く掲げ、世界の平和

と繁栄にこれまで以上に貢献してまいります。終

戦80年、90年、さらには100年に向けて、そのよ

、 。うな日本を 国民の皆様とともに創り上げていく

その決意であります」と結んでいます。

今安保法制改定審議が参議院で最終段階に入っ

ています。一国平和主義が現実として成り立たな

い世界情勢下の中で、その価値を共有する国々と

手を携え、積極的平和主義のもと、世界の平和と

繁栄にこれまで以上に貢献してまいりますという

総理大臣談話の内容を実践に移すのが今回の安保

法制改定であると考えます。戦後70年、無償で平

和が賄えるという非現実的な夢から覚める節目の

年になるかもしれません。

さて、平成の大合併から10年、当時多くの自治

体は、政府のあめとむちで追い立てられ、進むも

地獄、踏みとどまるも地獄の二者択一を迫られる

中で合併が強行された経緯があります。今あめの

部分は賞味期限が切れかかり、特例措置の片言等

が打ち出される中、地方の人口減少、過疎化の波

は相変わらず深刻な問題であり続け、むつ市も同

様の悩みを抱えての市政運営を強いられる状況に

あります。

、 、これらの問題意識 危機意識を共有したうえで

むつ市議会第225回定例会壇上より一般質問を行

います。

それでは、質問に入ります。質問の第１は、今

後、市財政を圧迫するであろう懸案事項の方向性

についてであります。むつ市では、８月３日、平

成32年までの財政状況を推計したむつ市財政中期

見通しを策定、発表しております。平成の大合併

で、あめの部分であった普通交付税の加算措置、

合併算定替は今年度、平成27年度から平成32年度

までの６年間で段階的に逓減、最終的には５億

9,100万円の減額が見込まれるという厳しい試算

であります。
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、 、むつ市の現状を俯瞰すれば 今後とも人口減少

過疎化、景気低迷等が続き、市民生活全体が縮小

の方向に向かっていくことは現実として認めざる

を得ないところであり、今後はそのことを踏まえ

たうえでの市政運営のかじ取りを強いられること

になります。

（ ） 、今回財政中期見通し 緊急健全化対策 を策定

歳入規模に見合った財政規模への転換を図り、時

代に即した真に必要な事務事業を見きわめなが

ら、効果的で効率的な行政運営を目指すと市長が

決意を述べられておられるのも、それらの現状認

識のもとに行われたものと理解しております。

そこで、今任期最終議会の一般質問に際し、む

つ市が直接、間接を問わず主体となるべき事業に

関して、今後とも市財政を圧迫するであろうと私

なりに考えてきた懸案事項７点の方向性につい

て、市長のお考えをお伺いするものであります。

１点目は、旧合併町村から引き継いだ公共施設

等の統廃合についてであります。合併後も人口減

少が著しく、過疎化も進む中、旧町村から引き継

いだ分庁舎、消防署、診療所、火葬場等の公共施

設はそのまま存続している状況にあることを考え

ますと、行政の簡素化、効率化の観点から、そし

て財政が逼迫していく現状での対応として、これ

ら公共施設の統廃合は避けて通れない道であろう

と考えます。為政者として市長の苦渋は重々承知

のうえで、公共施設の統廃合について、今後の方

向性をお伺いするものであります。

２点目は、債務負担行為を設定している下北医

療センター負担金の繰り出しについてでありま

す。平成11年度から平成34年度までの期間でむつ

総合病院に対する負担金として総額34億4,285万

2,000円の債務負担行為が設定されております。

しかしながら、過去を含め現代に至るまで、むつ

市は危機的財政状況に終始し、平成26年度までに

わずか１億7,796万4,000円が繰り出されているに

すぎません。平成27年度当初の債務負担行為残額

は32億6,488万8,000円となりますが、最終期限の

平成34年度までに履行できるのかどうか、大いに

疑問視されるところであります。

下北医療センター内の会計処理は、未収金とし

て収益に計上されているものの、長期の未収に対

する指摘もあり、今後どのような方向性で対応す

るのかお伺いいたします。

３点目は、下北医療センター及び下北地域広域

行政事務組合に係る負担金、補助金等の増加が見

込まれる要素に関連して、むつ市財政中期見通し

の中でどのような捉え方をするのかお伺いするも

のであります。

その１つは、耐震強度の不備が指摘されている

下北医療センターむつ総合病院入院病棟の建て替

え、補強等に係る企業債償還金の負担についてで

あります。むつ総合病院入院病棟が耐震強度の不

足を指摘されていることは、周知のとおりであり

ます。建築物の耐震改修の促進に関する法律の一

、 、 、部を改正する法律によるところでは 病院 店舗

旅館等の不特定多数の者が利用する建築物につい

て、耐震診断の義務化、耐震診断結果の公表が平

成27年、今年末となっており、むつ総合病院の診

断結果も明らかになるものと考えます。

、 、東日本大震災以降 高い確率で30年以内に南海

東南海及び首都直下型地震等の発生が懸念される

と指摘されている現在、災害拠点病院に指定され

ているむつ総合病院の建て替え、耐震改修は急務

であります。建て替え、耐震改修を実施するとし

た場合、企業債への起債に頼らざるを得ないこと

は必至であり、その場合、むつ市が見込む企業債

返還金の負担等を財政中期見通しの中にどう織り

込んでいくのかお伺いいたします。

その２は、契約期間満了が迫っている下北地域

広域行政事務組合のごみ焼却炉建て替えに係る公

債費の負担についてであります。現在ごみ焼却施
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設については、アックス・グリーン・サービス株

式会社が三菱マテリアル株式会社製造のガス化溶

、 。融炉方式焼却炉を使用し 営業を続けております

しかしながら、焼却炉の保証期間は20年間で、三

菱マテリアル株式会社は、保証期間が過ぎると撤

退するとのことであり、その期限は数年に迫って

まいりました。新しいごみ焼却炉の建設が喫緊の

間に迫っていることを考えれば、むつ市としても

下北地域広域行政事務組合に対し応分の公債費負

担を確保しなければなりません。今後どのように

して所要経費を見込み、起債の負担分を財政中期

見通しの中に織り込んでいくのかお伺いいたしま

す。

その３は、自然災害時の拠点として整備が急務

の大湊消防署の建て替えに係る公債費の負担につ

いてであります。大湊消防署は、主に大湊地区住

民の安全安心を守り、災害応急時の出動拠点とし

て重要な位置づけにあります。しかしながら、施

設は老朽化、耐震強度の不足や、海辺に立地して

いることからの津波対策上脆弱であること等が指

摘され、一昨年大湊バイパス沿線上に建て替え予

定地を確保していただいたところであります。こ

のうえは、近い将来大規模地震等災害の発生も予

測されております現状からして、大湊地区の重要

な災害出動拠点として消防署建屋の早急な完成を

望むものでありますが、この場合も起債に頼らざ

るを得ないことは必至で、今後どのように所要経

費を見込み、起債の負担分を財政中期見通しの中

に織り込んでいくのかお伺いいたします。

以上、３点目のその１からその３については下

北医療センター及び下北地域広域行政事務組合に

係る企業債償還金の負担、公債費の負担等が見込

まれ、今後市財政を圧迫するであろうと懸念され

ることから、むつ市財政中期見通しの中でどうい

う捉え方、位置づけにあるのかについてお伺いす

るものであります。

４点目は、市民から要望の強い（仮称）むつ市

立総合体育館新設経費についてであります。旧市

立体育館が耐震強度不足により閉館を余儀なくさ

れ、今年度中には解体される運びとなりましたこ

とは周知のとおりであり、跡地につきましては下

北医療センター駐車場として転用されることにな

りました。

さて、新しい体育館の建設を望む声が市民の間

から多く聞こえており、市長もその要望に応える

べく前向きに取り組んでいただいているところで

ありますが、市民が望むところの体育館機能と市

の財政的見地からの見積もりとでは大きな隔たり

があろうと推察するところであります。多額の建

設費が見込まれる（仮称）市立総合体育館の経費

について、財政中期見通しの中で今後どのような

位置づけで捉えるのか、その方向性について市長

のお考えをお伺いいたします。

５点目は、市道浜通線の道路整備等経費につい

てであります。市道浜通線の融雪側溝及び道路舗

装等につきましては、平成８年度から平成13年度

の間、大湊新町から大湊浜町の村井商店まで整備

され、以後休止の状態で現在に至っております。

毎年地元町内会からも要望が繰り返されていると

ころでありますが、市当局からの説明では、工事

に伴う長期間の通行どめで沿線の個人営業店舗に

支障が生じることでの反対があるということを第

一義的理由に掲げてきました。

しかしながら、今、大湊港エコ・コースト事業

が完成し、仮のバイパス道路設置が可能な状況の

中で、市民の反対も解消できるものと理解してお

ります。休止している市道浜通線の道路整備再開

の可否、また再開した場合、完成までに要する道

路整備経費はどの程度を見込み、財政中期見通し

の中に織り込んでいくのかお伺いいたします。

大きい質問の第２は、むつ市人口ビジョン（素

案）についてであります。日本は、戦後国民自ら
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が国を守るという義務と権利を放棄し、経済発展

にのみ専念、没頭してきた世界でも希有な国家で

。 、 （ ）あります 自国の防衛費は ＧＮＰ 国民総生産

の１％以内に抑え、余剰分の国家予算を社会保障

費等に充当できたことで、結果として世界一の長

寿国が誕生したことになります。

さて、先般むつ市人口ビジョン（素案）及びむ

つ市まち・ひと・しごと創生総合戦略（素案）が

示されました。全国的に人口が減少している現状

を分析する中で、むつ市においては国・県よりも

さらに減少の度合いが進むということでありま

す。資料によれば、むつ市の人口は1985年（昭和

60年）に７万1,857人でピークを迎えております

が、その後からは減少の兆候が顕著になり、25年

後の2010年（平成22年）には６万1,066人で約１

万人の減少、さらに30年後の2040年（平成52年）

には４万1,599人で、約２万人の減少が見込まれ

ると示されております。

さて、今般この事態に対処するため、2015年か

ら2019年度の５年間におけるむつ市総合戦略が打

ち出され、同時にむつ市人口ビジョン（素案）で

、 。は 人口の将来展望も示されたところであります

そこで、その中から２点について確認させていた

だきます。

１点目は、むつ市人口の将来展望での仮定を設

定した根拠についてであります。人口の将来展望

での仮定として、合計特殊出生率は、2020年に

1.71、2030年には1.89に回復し、2040年以降は

2.07を維持すると仮定しております。

社会減につきましては、2013年時点で416人の

社会減が、2040年に向けて緩やかにゼロになり、

その後も維持されると仮定したむつ市独自の仮定

値を設定しておりますが、どのような根拠のもと

に算出した仮定であるのかお伺いいたします。

２点目は、総合戦略、2015年から2019年度間に

記すところの基本目標達成の実現性についてであ

ります。目標設定につきましては、確実な実現を

期すものから、努力目標で終わるものまで種々の

手法があります。このたびは人口減少に歯どめを

かけ、将来にわたって活力ある地域社会を維持す

るための施策を展開しという文言に加え、設定期

間が５年間という短期であること等に注目、その

基本目標４項目達成の実現性について期待を込め

てお伺いするものであります。

以上、２項目９点につき壇上から質問させてい

ただきました。細部につきましては、ご答弁をお

聞きしたうえで、再質問、要望等をさせていただ

きます。

〇議長（山本留義） 市長。

（宮下宗一郎市長登壇）

〇市長（宮下宗一郎） 浅利議員のご質問にお答え

いたします。

まず、今後市財政を圧迫するであろう懸案事項

の方向性についてのご質問の１点目、旧合併町村

から引き継いだ公共施設等の統廃合についてお答

えいたします。

国は、高度経済成長期に建設された公共施設等

の老朽化が急速に進展する中、新しくつくること

から賢く使うことへの重点化が課題であるとの認

識のもと、平成25年11月、国民の安全安心を確保

し、中長期的な維持管理、更新に係るトータルコ

ストの縮減や予算の平準化を図るとともに、国や

地方自治体等が一丸となってインフラの戦略的な

維持管理、更新を推進するためのインフラ長寿命

化基本計画を策定したところであります。

こうした状況を踏まえ、昨年４月には各地方自

治体においても国の動きと歩調を合わせ、速やか

に公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進す

るための行動計画、いわゆる公共施設等総合管理

計画の策定に取り組むよう国から要請がなされた

ことから、当市では昨年度に庁内ワーキンググル

ープを組織し、研究検討を重ねてきたところであ
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ります。

今年度からは、財務部管財課内にこの計画策定

の専門部署となる施設経営室を新設し、現在計画

の素案に対しまして、さまざまな角度から調整を

行っているところであり、平成28年度の完成を目

指し鋭意作業を進めているところであります。

また、先般お示しいたしましたむつ市財政中期

見通しにおきましても、財政健全化に向けた重要

事項の一つとして公共施設等のあり方の見直しを

掲げており、この取り組みなくして財政の再建は

非常に困難であるものと認識いたしております。

いずれにいたしましても、財政が逼迫している

当市におきましては、老朽化した類似施設が多く

存在することから、公共施設の集約化、複合化が

必須であると考えているところでありますが、策

定に当たりましては市民の皆様や議員各位のご意

見等を伺いながら、慎重に取り組んでまいりたい

と考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じ

ます。

次に、ご質問の２点目、債務負担行為を設定し

ている下北医療センター負担金の繰り出しについ

て並びにご質問の３点目、下北医療センター及び

下北地域広域行政事務組合に係る負担金、補助金

等の増加が見込まれる要素に関連して、一部事務

組合下北医療センターむつ総合病院の入院病棟の

建て替え、下北地域広域行政事務組合のごみ処理

施設や大湊消防署の建て替えに係る企業債償還金

等の負担につきましては、担当部長から答弁をさ

せていただきます。

次に、ご質問の４点目、市民要望の強い体育館

新設経費等についてお答えいたします。新体育館

につきましては、今年度基本構想、基本計画の策

定に取り組んでおりまして、事業規模、事業費等

は検討中でございます。

建設年次につきましては、平成23年３月のむつ

市議会第223回定例会における大瀧議員のご質問

にお答えいたしておりますとおり、本事業はむつ

市成長戦略2015において重要施策として位置づけ

ており、中長期的な事業の折り合い、ひいては財

源の見通しとの調整を大前提としているものの、

東京オリンピックの開催前、また青森県民体育大

会が下北地域で開催される時期をめどに完成させ

たいと申し上げておりますが、現在もその気持ち

は変わっておりません。

新体育館の財源につきましては、補助金等を目

、 、下調査中であり また合併特例債の活用も考慮し

できる限り一般財源の軽減が図られるよう検討し

てまいりたいと考えております。

いずれにいたしましても、むつ市財政中期見通

しでは、健全化対策の重点事項として普通建設事

業費の見直しを掲げており、各年度の建設事業費

の抑制及び市債発行額の抑制に取り組むこととし

ておりまして、事業規模、事業着手年度、事業費

の調整、財源やランニングコストを含め検討して

まいりたいと考えておりますので、ご理解を賜り

たいと存じます。

次に、ご質問の５点目、市道浜通線の道路整備

経費等につきましては、担当部長からの答弁とい

たします。

次に、むつ市人口ビジョン（素案）についての

ご質問の１点目及び２点目につきましては、担当

部長からの答弁といたします。

失礼しました。訂正させていただきます。ご質

問の４点目のところで平成23年３月と申し上げま

したが、平成27年３月と訂正をさせていただきま

す。

〇議長（山本留義） 財務部長。

（ ） 、〇財務部長 石野 了 浅利議員ご質問の２点目

債務負担行為を設定している下北医療センター負

担金の繰り出しについてお答えいたします。

まず、当市におきましては、下北医療センター

、 、 、の経営健全化のため 平成21年度から川内 大畑
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脇野沢診療所の３診療所の不良債務解消を最優先

に取り組んできたところであり、平成20年度末の

不良債務は約48億5,000万円ありましたが、平成

26年度末には約12億円まで解消できたところであ

ります。このことから、むつ総合病院に対する債

務負担行為につきましては、平成26年度から財政

状況を勘案しながら履行しておりますが、この債

務負担行為の現在高は約32億円となっており、一

般会計への負担は非常に厳しいものと認識してお

ります。

現状では、むつ市財政中期見通しの目標に掲げ

ておりますとおり、平成34年度までの債務負担行

為設定期間内に履行するよう努力してまいりたい

と考えております。

次に、ご質問の３点目、下北医療センター及び

下北地域広域行政事務組合に係る負担金、補助金

等の増加が見込まれる要素に関連して、一部事務

組合下北医療センターむつ総合病院の入院病棟の

建て替え、下北地域広域行政事務組合の廃棄物処

理施設、大湊消防署の建て替えに係る企業債償還

金等の負担についてお答えいたします。

浅利議員がご指摘されておりますとおり、各事

業は大規模事業でありまして、実施主体は各組合

ではありますが、市は多額の企業債償還金等の負

担を余儀なくされることになります。

一方で、むつ総合病院の外来棟建設に係る企業

債の元利償還は平成36年度に、また下北地域広域

行政事務組合のごみ処理施設建設に係る起債の元

利償還は平成29年度に完了する予定であり、その

後の元利償還金に係る市負担金は大幅に減額され

ます。このことから、新施設に係る企業債等の発

行額にもよりますが、この部分では償還金等の負

担は緩和される可能性があると考えております。

現段階では、各事業とも具体的な事業規模、建

設年度、事業費等についてはまだ明確となってお

、 、りませんので 今後計画段階から各組合と連携し

協議を重ねてまいりたいと考えております。

なお、先般新聞報道にもありましたが、当市で

は老朽化した市営住宅の集約、建て替え、維持管

理、解体、後利用の一体的なＰＦＩ等による事業

推進を検討しております。このような手法は、財

政的効果も期待できますことから、これらの情報

も各一部事務組合と共有しつつ協議していかなけ

ればならないものと考えております。

以上です。

〇議長（山本留義） 建設部長。

〇建設部長（吉田 正） 今後、市財政を圧迫する

であろう懸案事項の方向性についての５点目、市

道浜通線の道路整備経費等についてのご質問にお

答えします。

市道浜通線は、大湊新町３差路から大湊小学校

を経由して宇田町３差路に至る延長3,161メート

ルの路線でありますが、平成８年度から平成12年

度にかけ、大湊新町３差路から中央公民館付近ま

での600メートルの区間において融雪溝及び舗装

整備を実施しております。当時の工事施工に当た

っては、当該市道の幅員や居住状況等を考慮した

うえで、全面通行どめの規制をお願いし整備を進

めたところでありますが、住民生活に支障が生じ

たため、工事を一時休止しております。

平成13年度から青森県が実施するエコ・コース

ト事業が開始され、平成25年度に事業が完了した

ことから、同事業による遊歩道を迂回路として新

たに整備すれば活用することが可能となり、事業

の再開にめどが立ったところであります。残る区

間の整備につきましては、迂回路の整備を含めた

、むつ市のエコ・コースト事業費約２億7,000万円

市道浜通線の整備事業費約５億6,000万円と、合

計約８億3,000万円の経費が見込まれております

が、市民生活の向上及び雪道での安全安心な道路

環境の構築のためにも必要な事業であると認識し

ております。
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しかしながら、前のご質問でもお答えしました

ように、財政中期見通しでは普通建設事業の見直

しを重点的に取り組むこととしており、市道浜通

線の整備も含め、予定されております普通建設事

業全部を対象に事業の必要性と、その効果につい

て評価を行い、事業調整を図ってまいりたいと考

えておりますので、ご理解賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 総務政策部長。

〇総務政策部長（花山俊春） むつ市人口ビジョン

素案についてのご質問の１点目、むつ市の人口の

将来展望での仮定を設定した根拠についてであり

ますが、人口の増減につきましては、出生と死亡

による自然動態と、転入と転出による社会動態の

２つに大別されます。

このうち自然動態について、人口の減少を食い

とめる方法は、出生数をふやすほかないのであり

ますが、出産年齢とされる15歳から49歳までの女

性人口は減少傾向にあり、このような状況にあっ

ても、2014年度における出生数416人を2020年に

おいても維持できる数値として合計特殊出生率を

1.71と設定したものであります。また、その後に

つきましては、各種の施策が出生率向上に結びつ

き成果が上がるまでには相当の期間を必要といた

しますが、国と同じく2040年において人口が増加

も減少もしない均衡した水準となる合計特殊出生

率、いわゆる人口置換水準である2.07を目標とし

て緩やかに上昇させ、以降においてもこの水準が

維持されると仮定したものであります。

一方、社会動態において人口の減少を食いとめ

るためには、転入者をふやし、転出者を減らす必

要があります。ちなみに、昨年は514人の転出超

過となっております。これを解消する施策として

雇用の創出を掲げ、2020年までの間に200人の雇

用を創出し、2020年における社会減を300人程度

まで減らすことを総合戦略の基本目標としており

ます。さらに、その後も雇用創出に取り組むこと

により、2030年には社会減を100人程度まで減少

させ、2040年にはゼロとし、その後も維持するこ

とを目標としたものであります。

これら自然動態と社会動態の将来展望は、市と

しての都市機能、生活機能を確保することを念頭

に、10年後の2025年においても地方自治法で規定

する市制要件である人口５万人を維持し、その後

においても市町村の合併の特例に関する法律によ

り市制要件であった人口３万人を下回ることがな

いよう設定したものであります。

次に、ご質問の２点目、総合戦略に記すところ

の基本目標達成の実現性についてでありますが、

総合戦略における４つの基本目標にはそれぞれ数

値目標を設定しておりまして、これを実現するた

めの具体的な取り組みを事業パッケージとしてま

とめております。

事業パッケージは、現在抱えている課題を解決

していくための取り組み内容や成果目標を個々の

事業ごとに示したもので、この事業パッケージの

中から事業を選択して行い、重要業績評価指標、

いわゆるＫＰＩの達成を目指すことになります。

基本目標における数値目標の設定は、ＫＰＩの達

成に基づくものであり、ＫＰＩは個々の事業の積

み上げによる設定となっておりますことから、実

現可能な目標となっておるものでございます。

さらに、総合戦略を効果的、効率的に推進して

いくために市民代表や産業界、教育機関、金融機

関、労働団体、報道機関の関係者により構成され

るむつ市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会

議による外部評価を実施し、ＰＤＣＡサイクルの

運用により効果の検証、改善を行い、基本目標の

実現を図っていくものでありますので、ご理解を

賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 14番。

〇14番（浅利竹二郎） ありがとうございます。そ

れでは、再質問させていただきます。



- 45 -

質問の１点目の市財政を圧迫するであろう懸案

事項の方向性について、数点再質問させていただ

きますが、まず最初、公共施設のあり方の見直し

を図っているということでありますけれども、今

後公共施設の統廃合で、どういうようなシナリオ

で、どういうようなことを考えておられるのか、

それをお伺いいたします。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

公共施設の統廃合でのシナリオということであ

りますけれども、現在管財課、市役所の内部部局

の中にありますが、施設経営室が中心となって庁

内ワーキンググループにおきまして、今後の施設

の方向性を示す公共施設等総合管理計画の策定に

向け鋭意作業を進めているところでございます。

また、財政健全化の重要事項の一つであるファシ

リティーマネジメントに関するシナリオの第１の

矢は、そういった意味では既に放たれているとい

うふうに思います。

また、今回の中期の財政見通しの中でもこの公

共施設等総合管理計画の策定については触れさせ

ていただいておりまして、そういう中で今後取り

組みを進めていきたいというふうに考えていま

す。

そうした計画の策定後は、この計画に基づいた

実施計画ということを、ある程度年度ごとになる

のかもしれませんけれども、そういうものを策定

、 、して 施設の必要性や地域の特性等を勘案のうえ

市民の皆様や議員各位のご意見を伺いながら実行

に移していく手順となっておりますので、ご理解

を賜りたいと存じます。

そういった意味で、今回の議案の中にも於法岳

スキー場の廃止の条例案を出させていただきまし

たけれども、そういう形で少しずつ中身が整った

ものから、あるいは計画の内容に沿ってやってい

きたいというふうに考えているところでございま

す。

〇議長（山本留義） 14番。

〇14番（浅利竹二郎） 公共施設の統廃合というこ

とになれば、当然サービスの低下とかいろいろ問

題は出てくると思いますけれども、市民に対する

行政サービスの必要は当然ありますけれども、そ

のことに余り固執することはないと私は考えま

す。要は身の丈に合った行政運営、それが大事な

ことだというふうに思います。そのためにも、市

民に対しては市長自らが率先して、市財政の状況

を理解してもらうための努力ということが大事で

ありまして、同時に効果的、効率的行政運営を行

えば市民の理解は得ることができると確信するも

のでありますけれども、市長のそのことについて

の覚悟のほどをお伺いしたいと思います。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

財政再建に対する覚悟ということでありますけ

れども、まず今回財政中期見通しということでお

示しをさせていただいたことが、まずその決意の

あらわれだというふうに捉えていただきたいと思

います。８月の定例会見において、これは発表さ

せていただきました。

また、私自身市民の皆様と多くの場面で触れ合

うことがございます。それは、例えばおでかけ市

長室、最近では町内会イキイキふれあいトーキン

グということもやらせていただいていますし、本

当に各種会合にも出席をさせていただいておりま

す。そういった場面で、あらゆる場面でさまざま

なご要望をいただくわけでありますけれども、今

回発表させていただいた財政中期見通しのお話も

しっかりと話をさせていただいておりますし、そ

ういったことを踏まえて、さまざまな機会を捉え

てご理解をいただくという努力を今後とも進めて

いきたいと、こういうふうに思っているところで

あります。
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ただ、やはりサービスの低下と申しますか、今

まで受けていた、当然のように受けていたサービ

スがなくなるということに関しては、非常に厳し

い反応を受けているということも現実でありま

す。ただ、そのこと自体にぶれることなく、やは

り私は先ほども申しましたけれども、将来世代の

責任としてこの財政の再建をしっかり図っていき

たいというふうに考えています。

〇議長（山本留義） 14番。

〇14番（浅利竹二郎） ありがとうございます。今

までのご説明の中で、統廃合の策定計画を進めて

いるということでありますけれども、当然統廃合

には痛みが伴うということだと思います。しかし

ながら、市民が求めているのはハード、建物の充

実ではなくて、血の通った心の温かさが感じられ

る行政運営にあると思います。市のホームページ

等で市長の活動の様子をうかがっておりますと、

今いろいろるるご説明ありましたように、市民の

中に飛び込んでとか、市民の理解を得るという姿

勢は非常に顕著に出されておりますので、今後と

もその姿勢を堅持していっていただきたいと。

加えて、市長が一生懸命頑張っても、やっぱり

市の職員も一緒に頑張らなければいけないという

ことと思いますので、同様の心構えで市の職員も

職務を遂行するよう要望しておきます。

次に、むつ総合病院に対する債務負担行為が長

期化している現状からすれば、平成34年度の期限

内に完済の見通しは、私は非常に暗いのではない

かと、先行きが暗いというふうに思います。その

場合、どのような回避措置等が考えられるのか、

そこら辺もう一度お尋ねしたいと思います。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

債務負担行為の長期化、これに伴って平成34年

度の期限内に完済の見通しがないのではないか、

あるいはその回避措置ということでありますけれ

ども、ご指摘のとおり、そういうような見通しも

あるわけです。ただ、財政中期見通しに掲げまし

た各種財源対策を実効性あらしめるものにして、

しっかりと対策をしていくと、期限内に履行する

ための最大限の努力をしていきたいというのが今

の現状での考え方でございますので、その点はご

理解をいただきたいと思います。

〇議長（山本留義） 14番。

〇14番（浅利竹二郎） 今までの、ことし、去年の

実績を見ますと、去年は１億円返済しますという

ことで、ことしは5,000万円とトーンダウンして

いるのですけれども、今市長のご答弁では、期限

内に履行するために最大限努力するということで

ありますので、今後その経過を見守っていきたい

と思います。

次は、むつ市財政中期見通しの中で普通建設事

業の見直しなどもうたっておりますけれども、下

北医療センター及び下北地域広域行政事務組合に

係る企業債元利償還金の負担等にも影響があると

した場合、今後市長としてはどのような優先順位

をもって処理することをお考えなのでしょうか、

そこら辺を伺っておきたいと思います。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

事業の優先順位のことでございますけれども、

ご質問でございますけれども、やはりまずは市民

の生活、市民の皆様の生活に不可欠なものという

のが大前提でございます。またさらに、市民の皆

様の安心安全に資するもの、さらには多くの方々

からご要望いただいているものということについ

ては、厳しい財政状況の中にあっても、これは国

やあるいは県の協力を仰ぎながら優先的に整備す

るべきものだというふうに考えておりますので、

ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 14番。

〇14番（浅利竹二郎） 厳しい財政状況の中、あれ
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もこれもと大変なことばかりなのですけれども、

今まで挙げた案件は、市民生活に密着した事業ば

かりでありますので、今後とも精査のうえ、整備

方をお願いしたいと思います。

、 、次は 大きい項目の質問の２なのですけれども

人口ビジョンの素案についてですが、ご説明では

合計特殊出生率が全国的に比べても高いとありま

すけれども、その考えられる理由、要因はどうい

うことなのでしょうか、お尋ねします。

〇議長（山本留義） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（畑中秀樹） 浅利議員の再質問に

お答えいたします。

合計特殊出生率が高い理由につきましては、収

入や医療、福祉などさまざまな要因が考えられま

すが、当市につきましては具体的な要因を申し上

げるまでには至っていないところであります。今

後どのような分析の仕方があるかも含め、研究し

てまいりたいと考えておりますので、ご理解を賜

りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 14番。

（ ） 、〇14番 浅利竹二郎 出生率が高いということは

それなりに結婚して出産する状況が整っているの

かなという思いもあるのですけれども、よく今後

とも、やっぱり人口減少に対するための、一応そ

こら辺の調査等も含めてお願いしたいと思いま

す。

次に、結婚についていろいろ調査とかアンケー

ト等ありますけれども、男女とも出会いの場が少

ないということを挙げている場合が多いのです

が、むつ市では積極的にそういう場を提供する企

、 。画等はないのかどうか そこら辺をお尋ねします

できればやってもらいたいなと要望を込めてお尋

ねします。

〇議長（山本留義） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（畑中秀樹） お答えいたします。

出会いの場を提供する企画を考えないのかとい

うお尋ねでありますが、当市におきましては、む

つ市社会福祉協議会に結婚相談所が設置され、男

性27名、女性９名の登録があり、地域における世

話役を担っているところであります。

また、海上自衛隊大湊地方隊におけるトーキン

グパーティーや、民間のイベント会社が企画する

出会いの場の提供など、さまざまな活動が見受け

られております。

今般素案を公表いたしましたむつ市人口ビジョ

ン策定に際してのアンケート調査によれば、結婚

のための行政支援として求められるものは、安定

した収入を確保するための就職支援が57.6％、子

育てしやすい職場の環境整備が47.6％、出会いの

場づくりが28.9％などとなっております。

総合戦略における取り組みとしても 「かがや、

く未来 子どもはぐくむ 希望のまち」を基本目

標に掲げ、若い世代の経済的安定や、男女ともに

仕事と子育ての両立、結婚、子育てに対して前向

きなイメージが持てるための環境づくりを進める

こととしており、就職支援や医療給付、保険料の

軽減などのほか、育児休業取得の推進や子育て相

談の充実などの事業に取り組むこととしておりま

す。

他の自治体の中には、出会いの場を提供するイ

ベント等を支援する動きが見られることから、当

市としても出会いの場面づくりの研究をしつつ、

、 、 、まずは行政の役割として 若い世代の結婚 出産

子育ての希望がかなうよう、安定した収入の確保

や安心して産み育てることができる環境づくりを

、 、整備 提供してまいりたいと考えておりますので

ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 14番。

〇14番（浅利竹二郎） 人口減少は、これ日本の今

の社会現象というか、なかなか一自治体単独だけ

でとどめるわけにはいかないような、そういう状

況なのですけれども、一応私の考えというか、要
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望を２点申し上げておきます。

先般、運転しながらラジオを聞いていますと、

生涯結婚しない、ずっと一生結婚しないという、

これ男性が20％、女性が10％という数字がありま

した。その結婚しない理由につきましては、経済

的なものだとか、結婚に魅力を感じない、おっく

うだと、面倒くさいというような多岐にわたって

いるのですけれども、その中で知り合う機会がな

いというのもありました。ですから、昔誰かが町

内会で、世話焼きのうるさいばっちゃんが見合い

写真なんか持っていろいろ回っていましたよね。

そういうことを我々もやるけれども、自治体でも

ぜひ積極的にやってもらいたいなというような思

いがあります。

次に、社会減としての人口減少を防ぐという意

味においてなのですけれども、自衛隊がむつ市に

来て地元の人と結婚すると、大体居つくのです。

ところが、仕事がないと、やっぱり男性のほうの

地元に帰るかというような人も間々あるのです。

ですから、今までもいろいろ市の皆さんには自衛

隊の隊員の再就職についていろいろお世話になっ

ているのですけれども、今後とも人口減少という

観点からも、ぜひ自衛隊の退職者の再雇用につい

て特段のご配慮をお願いしたいと思います。

以上で、むつ市議会第225回定例会での一般質

問を終わります。ありがとうございました。

〇議長（山本留義） これで、浅利竹二郎議員の質

問を終わります。

◎散会の宣告

〇議長（山本留義） 以上で本日の日程は全部終わ

りました。

なお、明９月５日及び６日は休日のため休会と

し、９月７日は岡崎健吾議員、濵田栄子議員、横

、 。垣成年議員 菊池光弘議員の一般質問を行います

本日はこれで散会いたします。

午後 ２時３９分 散会
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